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１．研究の背景 

日本の文化財建造物の多くは木造である．さらに周囲の伝統的な町並みも木造密集地域が多い

ことから，歴史都市における防災計画，特に大規模な地震による火災対策はこの両方を対象とし

て展開する必要性が指摘されている 1)．  

一方で，このような木造建築文化を育んだ豊かな水のめぐみは，伝統的な利水技術により，用

水や疏水，水道などの水利環境として日本の近代化を支えた．このような歴史的な水利環境の多

くは，動力を頼りにしない高低差による自然の力で水が流れるため，地震災害時にも絶えること

のない防災水利としての活用可能性がある． 

その代表的な例として，歴史都市京都には大規模な灌漑用水路として明治期に建設された琵琶

湖疏水がある．その水利は一部防火用水としても使われており，東本願寺に送水する「本願寺水

道」と京都御所に送水する「御所水道」があった．いずれも水源池からの高低差による自然流下

式で防火用水を供給していた水道施設であったが，現状では御所水道の管内はセメントが詰めら

れ再生も不可能な状態であるため 1)，本研究では本願寺水道を研究対象とする． 

 

１－１．歴史ある本願寺水道を保全する意義について 

（１）本願寺水道の現状と文化遺産としての価値 

「本願寺水道」は，歴史都市京都の下京区に位置する真宗大谷派東本願寺（以下，東本願寺と

称す）の防火用水供給のために 1897 年（明治 30）に造られた水道である．過去に 1788 年の

天明の大火を始めとし 1864 年の元治の大火まで，76年間で 4度における全焼被害を受けた経

緯から補注1，その対策として建設された．1895 年（明治 28）には琵琶湖疏水から東本願寺に至

る京都市内の送水管を建設し，1897 年までの 2年間にかけては境内の配管と，消防設備のドレ

ンチャー補注2と放水銃が整えられた．これらは，琵琶湖疏水の水を蹴上舟溜り北の旧疏水事務所

跡に築いた貯水池に一旦溜め，市街地に敷設した全長 4.6km に及ぶ内径 300mm の鋳鉄管（写

真 1－1）を通して境内の放水施設へと供給し，標高差を利用した自然水圧で水を噴き出せるよ

うにした設備（写真 1－2）であった． 

しかしながら，本願寺水道に依存した

防火設備の老朽化が進みその機能性が落

ちたため，1979 年（昭和 54）には防火

設備の機能が止められた補注 3．なお，完

写真 1―2 噴水防火大試験（1897 年） 

※東本願寺提供 

写真 1―1 本願寺水道の鋳鉄管（一部） 

※東本願寺提供 
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成から 116年の時間が経つ本水利設備は，漏水が原因となり 2008 年（平成 19）1月以降は送

水が全面停止されている． 

日本における歴史上価値の高いものとして保全される国指定文化財の中には，「防災を目的と

して明治期に造られた水道施設」と指定された事例が見当たらない補注4．一方で，本願寺水道の

給水によるドレンチャーなどの設備諸般システムは，日本の伝統的な木造建物を対象として消防

水利を備えた初の事例補注5であることから，文化遺産として保全すべき歴史性を有していると考

えられる． 

 

（２）既設インフラの再生 

本願寺水道の敷設当初，蹴上の貯水池，市街地と境内の配管，境内の消火設備に至る諸システ

ムの工事費は 144,303 円であり，これは当時京都府の年間予算の 25 パーセントにも及ぶ金額

であった補注3．もし，老朽化した現状の配管を補修するために新しい配管として取り換えようと

すると 5億 5千万円の工事費が必要とされる補注6．116 年前に築造された明治期の鋳鉄管をすべ

て新しい配管へと敷設替えすることは歴史的な価値を失うことと共に，取り出される 4.6km の

鋳鉄管はその後の処理にもコストがかかることから本願寺水道を保全することは既設インフラ

の再生としてもその意義がある． 

 

（３）防災水利としての現代的活用 

日本における歴史的な土木建造物の保全補注 7 活動においては地域に対する機能的な役割を根

源的に再考し，活用を伴う保存の必要性が提唱されている補注8．歴史都市に残る土木遺産を保全

※東本願寺提供 

図 1―1 大谷派本願寺火防用引水路線畧図の上に筆者加筆 
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する意味でも本願寺水道の機能と歴史的な価値を再生する方法の検討が必要と考えられる． 

この歴史的な防災システムは老朽化に伴う漏水が原因となり現在は送水が停止されているが，

琵琶湖疏水蹴上船溜に水源池を置くその配管は，三条通，東大路通，四条通，大和大路通，五条

通，河原町通に敷設されている（図 1－1）．この重力を活かした送水システムを現代に再生し，

東本願寺に整備された放水銃，ドレンチャーなどの消防設備に必要とされる水をバックアップす

ることは，大規模な地震火災時に危惧される消防水利の不足に備えられると考えられる．これに

加え，京都市内の消防水利として再生できれば，本来防災設備として建設された歴史的な機能を

京都市内の消防水利送水管として広域な都市火災対策に活かせられる可能性がある． 

 

１－２．防災水利として耐震化再生の必要性 

地震などの大規模災害から生じる「大規模火災」の際には，一次災害である地震により，通常

時使用している消防水利である消火栓は，その供給経路である水道管の破損によって断水し，使

用できない可能性が指摘される 12)．さらに，本願寺水道が設置されている京都市においては，

京都盆地・山科盆地を中心として，山地，丘陵，低地の地形境界部に活断層が分布しており 13)，

花折断層では震度 7 以上の地震が想定されている 14)．これらの事を踏まえ本願寺水道の再生に

は，地震火災時にも断水せずに供給可能な消防水利としての耐震性を確保する必要がある． 

以上のことを踏まえて，本願寺水道の消防用水を送水・配水する機能を活かせるためには，地

震火災までを想定した耐震管としての再生が望まれる． 

 

２．研究の目的 

以上の背景を踏まえて本研究では，本願寺水道を再生することによる都市防火への活用可能性

を明らかにすることを目的とする．この目的に従って以下の課題を設定した． 

 

(1) 明治期に導入された歴史的な本願寺水道を対象とし，大規模な地震火災時にも断水しない送

水管として再生する技術の検討を行い，その実施可能性を明らかにする． 

(2) 再生を仮定する本願寺水道を基に，消防水利の供給能力を明らかにする．かつての給水対象

である東本願寺と周辺の木造密集市街地を対象として，本願寺水道を水源とする消防水利の

運用可能性についてケーススタディを行う． 

(3) 本願寺水道の給水による延焼の抑止性を明らかにする．そのために，本願寺水道の沿線市街

地で最も延焼火災に危惧される地区を対象にケーススタディを行う． 

  

上記，具体的なケーススタディを通した計画方法を一般化ができれば本願寺水道以外にも活用

できると考えられるため，さらに以下の課題を設定した． 

 

(4) 本願寺水道の再生と活用を検討する一連のプロセスを整理し，歴史的な既設の水利環境を防
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災活用のための計画プロセスを構築する． 

 

以上を目的とする研究を行うことにより，将来的には本願寺水道の保全事業に結ばれることと，

進めては歴史的な水利環境の保全と防災活用の向上に貢献することを期待する． 

 

３．本研究の位置づけ 

本研究は以下のような位置づけにある． 

 

（1） 歴史的な本願寺水道を再生する具体的な技術の検討（遺産の保全に関する研究） 

歴史的な水利環境に着目した研究としては，都市水利の歴史を調べた土木史研究として神吉の

学位論文 15)と，京都市の都市形成に係った水系基盤の成り立ちを調べられた田中の学位論文 16)

がある． 

一般的な歴史的建造物の保全に関して，清水 17)の研究では歴史的建造物保存修復のことばの

定義と木造建造物の保存修復のあり方が示され，矢野 18)の著書では歴史的土木構造物保全の実

施における歴史の反映手法をまとめられている．その他，土木遺産や，近代化遺産の保存と活用

に関しては，調査による現況分析を基にしている事例研究が数多くみられる 8) 9)11) 19)． 

これらの既往の研究に対して本研究は，地中に埋設されていて目に見えない鋳鉄製水道管を対

象としていること，再生のあり方を具体的に検討していることに独自性がある． 

一方で本願寺水道を対象としている論考は，竹内 6)による明治期本願寺水道の工事報告と，延

澤 4)と村松 5)による築造の背景と歴史を年次的に整理されたものがある．また，具体的な技術の

検討を行っているのは，本研究にて検討する本願寺水道の再生方法に関する耐震性を評価した片

桐ら 20)の研究がある．既設管内に新しくポリエチレン管を挿入し，さらに現状より送水能力が

高まる管更生工法による再生は，管路の最大ひずみについてレベル 2 地震動を対象としたポリ

エチレン管の許容ひずみを下回ると評価している． 

本耐震性評価の既往研究 20)を基に本研究では，「流量確保」と「分岐活用」のために二つの管

更生工法を組み合わせ一つの送水管を再生している方法の提案と，再生する本願寺水道を防災活

用する方法においてケーススタディを行ったことに独自性がある． 

 

(2) 本願寺水道の防災水利としての活用可能性（防災活用，防災水利計画に関する研究） 

文化遺産や歴史都市の防災を主なテーマとして，防災設備に関する研究，防災水利に関する研

究，文化遺産の防災活用を目指している研究は，以下のようなものある． 

文化財建造物防災史の研究として，火災と防災設備の設置状況を調べ，明治から昭和中期まで

の文化財建造物における防災設備（特に放水設備）の設置を明らかにしたもの 7)がある．文化遺

産の防災活用を目指した研究が見られるが，敷地や建物がもつ空間を避難時に活用するために定

量的な評価や提案を行った防災拠点化に関する研究 21)22)23)24)25)26)，大規模な災害後に避難所とし
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て使われた社寺の調査研究 27)28)，歴史用水の防災活用を目指して現状の流量や水辺へのアクセ

ス環境を調査された研究 29)，歴史的な木造の町並みを延焼火災から守るための散水システムを

開発している研究 30) 31)がある． 

これらに対して本研究は，歴史的な水利環境がもつ機能を防災に役立てようとしている着眼点

に新規性がある． 

消防水利の算出方法や計画方法に関しては，以下のような既往の研究がある．保野ら 32)よる

市街地の建物火災に必要な水量の検討方法は火災対策に必要な水量と到達可能な消防水利を検

討する手順として一般化している．阪神淡路大震災以降，地震火災時にも有効に使える防災水利

の整備，もしくは計画に係る研究は数多く公表されている．その中で，高山ら 33)は金沢市を対

象として市街地を流れる用水に基にする消防水利の到達可能性から消防力低下地域の評価を実

践的に行った．また，中野ら 34)による研究は震災時における消防水利の到達可能性の評価手法

を一般化したものである． 

本研究ではこれらの研究成果による震災時における消防水利の到達範囲の算出方法を基にし

ている． 

防災水利の整備計画に関しては，以下のような既往の研究がある．風土に根差した断水のない

水利を活かして地震火災から木造文化都市を守る「環境防災水利」に関する研究は，地域固有の

自然水利を活用した消火技術と水制御技術に関する事例調査と分析 35)から，実践的な整備のた

めの計画技術の開発を目指したもの 36)，整備の実現に向けた事業推進手法を代表的な整備事例

から分析し，各事例の整備内容の評価を行ったもの 37)，異なる水利特性を考慮した計画を導き，

消防水利や環境水利としての計画方針に対する整備施設の性能評価 38)を行った例がある． また

既往の報告には，事例調査で整理した技術情報データーベースを基に，地震を想定した火災危険

性が高い地域を対象として環境防災水利整備を提案するもの 39)がある． 

これらの研究に対して本研究は，再生する本願寺水道の給水による都市防火への活用可能性を

実践的に検討したことに新規性がある．また，再生する歴史的な本願寺水道の消防水利として活

用することを検討した具体的なケーススタディを通して，一般化に向けた計画プロセスの構築を

試しているところに本研究の独自性がある． 

 

３．用語の定義 

本研究での「水利環境」は，「水源池」，「送水管」，「配水管」，「放水設備」を網羅して取り上

げている．本願寺水道は伏流系の水利環境である一方で，第４章で構築を試した計画プロセスは

用水や水路に代表される表流系の水利環境にも汎用的に適用できる可能性もある． 

「消防水利」は，一般的に消火活動を行う際の水利施設のことを称している．一方で，本研究

においては「消防活動」に使われるもしくは必要とされる「水」として扱っている． 
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４．本論の構成 

本論は 5章で構成する．各章，各節の関係は図 1－2の通りである．各章と節の概要は次の通

りである． 

 

(1) 第１章 序論 

序論では，本願寺水道の現状と保全の意義として，本来防災設備として建設された歴史的な機

能を京都市内の消防水利送水管として広域な都市火災対策に活かせられる研究の背景を提示し

た．本願寺水道の消防用水を送水・配水する機能を活かせるためには，地震火災までを想定した

耐震管としての再生の必要性について示した． 

 

(2) 第２章 本願寺水道の耐震化再生に必要な技術の検討 

第２章では，大規模な地震火災時にも断水しない送水管として本願寺水道を再生する技術とし

て管更生工法の検討を行う．現状本願寺水道の配置に適した管更生工法の実施と，その実施可能

性を検証するために行った管内検査の結果を基に考察を行う． 

 

(3) 第３章第 1 節 東本願寺と周辺地域を対象とする防災水利としての有効性評価 

第３章第 1 節では再生を仮定する本願寺水道を基に，かつて本願寺水道からの水利を防災水

源としていた東本願寺への供給と，京都市消防局により震災時における消防水利が他地区に比べ

て不足されると想定する本願寺水道の管路付近に位置する下・上錫屋町周辺を対象とし，その給

水の可能性を明らかにする．対象地区の必要とされる消防水利に対して本願寺水道を水源にする

消防水利の運用可能性を明らかにする． 

 

(4) 第３章第 2 節 本願寺水道の送水管沿線上の市街地を対象とする防災水利としての有効

性評価 

第３章第 2 節では本願寺水道の沿線上で延焼火災の被害が危惧されるエリアを対象に地震に

伴う大規模な延焼火災時を想定する対策を検討する．本願寺水道の給水が可能となる流量を通し

た延焼抑止の効果については延焼シミュレーション（田中，樋本による物理的延焼性状予測モデ

ルの延焼シミュレーション）を通して明らかにする． 

 

(5) 第４章 歴史的な既設の水利環境を防災活用するための計画プロセスの考察 

 第１章から第３章を通した具体的なケーススタディを基に，その検討手順をプロセスとして構

築する．第 3章第 1節の「本願寺水道を消防水利としての給水活用する検討プロセス」と，第 3

章第 2 節の「市街地の延焼抑止放水システム整備の検討プロセス」を基に二つの計画プロセス

を構築し，一般化に向けて整理を行う． 
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補注 
1. 東本願寺は 1788 年の天明大火，1823 年の文政大火，1858 年の安政大火，1864 年の元治大火の

約 80年間 4回において大師堂と本堂，大門を含めほとんどの建物が全焼の被害にあった 2)． 
2. ドレンチャー設備は，消防法上は消火設備ではなく，延焼のおそれのある外壁等の開口部に設けて，

飛んでくる火の粉や輻射熱から建物を守る設備と位置付けられている 3)．文化的な木造建造物の場合
には軒下の木造組物の前面に水幕を形成するように設置されている．（下図参考） 
 
 ※東本願寺提供 

図 1―2 本論の構成 
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3. 延澤 4)は村松の論考 5)や竹内の工事報告 6)を基に，明治期の本願寺水道の敷設から近年における送水
停止までを整理している．本稿における本願寺水道の史実はこれらより抜粋した内容である． 

4. 国指定文化財から「消防」，「防火」，「水道」，「水利」，「水路」，「疏水」，「用水」のキーワードを基
に検索を行った結果，200 件の文化財を抽出できた．本リストの中で，「防災」を目的として「明治
期」に造られた「水道施設」は見つからない．なお，東本願寺における 16件の登録有形文化財の中
にも本願寺水道は見つからない．（*資料編に本リストを掲載した．） 

5. 東本願寺のスプリンクラー施設群の設置年度は，文化財建造物の最初の設置事例である東大寺より
10年早かった 7)． 

6. 本願寺水道のかつての敷設や，今までも補修を含んだ維持管理を担当している(株)岡野組より直接工
事費，共通仮設費，現場管理費，一般管理費を基にした工事費を積算して頂いた．（*資料編に本内
容を掲載した．） 

7. (社) 日本建築学会編「建築物の改修の考え方・同解説」にて整理されている改修・保全関連用語で
は「保存」は歴史的遺産の現状を維持するのに必要な対策を講じること，即ち現状保存と指し．「保
全」は，保存における現状維持に「活用」を加えた概念とされている． 

8. 土木建造物は施設管理者による事業としての一貫した管理として活用を行う事が理想であり，維
持・管理の時点から，将来の活用性を考えるべき 8)．現役のインフラとしての安全性を確保するべき
9)．土木遺産の関連歴史以前に土木建造物の地域に対する役割を根源的に問う必要性 10)．「選奨土木
遺産」指定制度（平成 8年－2000年）により土木建造物の遺産化を進めてきているが，機能性と遺
産的価値の共存の課題を挙げている 11) 
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○第２章 

本願寺水道の耐震化再生に必要な技術の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．技術検討の目的と方法 

２．水量の確保と，配管の分岐を両立させる管更生工法の検討 

３．管更生工法の施工に向けた本願寺水道の管路診断 

４．送水管内の検査を通した管更生の可能性考察 

小結 
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１．技術検討の目的と方法 

本願寺水道は地震火災時にも断水しない耐震管として，また防災水利としての送水と給水の機

能を最大限に活かせる再生が必要である．一方で本願寺水道の歴史的な遺産としての価値を継承

するに当たっては，明治期に築造された管路を最大限に保全する必要性も考えられる． 

従って本章では，歴史的な本願寺水道の管路そのものは最大限保全すると同時に，最大限の給

水量を基に送水管の沿線上に防災水利が必要とされる市街地へ分岐配管が可能となる再生工法

を検討する．一方で，再生の可能性を確認するためには管路の劣化程度を明らかにする管内の検

査が必要とされる．この管内の診断には管路の掘削や開削が必要とされるため，明治期に建設さ

れた歴史的な管路が残る本願寺水道の場合には掘削も課題となる．再生工法の実施可能性につい

ては，掘削を最小限とする管内検査方法を検討及び実施し管路の腐食状況を診断することで，そ

の可能性を考察する． 

 

２．水量の確保と，配管の分岐を両立させる管更生工法の検討 

（1）管更生工法による再生方法の検討 

近年日本の水道の再生や耐震化に使われる工法として，既設管の中に新しく樹脂製の管を挿入

する「管更生工法」が用いられている．本工法を用いるとφ300mmの本願寺水道の既設管内に，

更生管となるポリエチレン管を挿入することで，極力開削工事をせずに耐震性を確保することが

可能となる．なお本工法は継手を融着させ，耐震性ある一体化された管路として再生する手法で

ある補注1．そのため，116年の歴史を持つ本願寺水道の管路を最大限保全すると同時に，消防水

道管としての再生が可能となる． 

防災水利としての活用に向けては，最大限の流量を確保しつつ送水管路上の火災の危険性が高

い市街地への分岐利用を可能とさせるため，それぞれの目的に適した工法を組み合わせることを

検討する．従って管更生工法の中では二つの工法の組み合わせを検討する補注2．既設管（本願寺

水道）の強度を期待せず更生管（ポリエチレンパイプ）単独で外力に抵抗し新管と同等以上の耐

久性を有する自立管を挿

入する「パイプインパイ

プ工法」と，既設管の残

存強度とこれに内接され

る更生管が二層構造で外

力を分担する「クローズ

フィット工法」である（図

2－1）． 

「クローズフィット工

法」による再生は，内径
図 2―1 管更生工法による本願寺水道の再生（断面） 
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は 20mm 縮小するものの，ダクタイル鋳鉄管の流速係数 C=110 に対して配管内の流速計数は

C=150 へと大きくなるため補注3，水がより流れやすくなり流量の損失が最小限となる．しかし，

現状の技術では分岐させる場合，金属継手で異種管に変換する必要があり，地震の揺れに対する

最大発生ひずみの差が生じることになるため，耐震性の問題が指摘されている．（*詳しくは資料

編に記載した） 

消防水利が必要とされる市街地へと枝管を分岐するためには，更生管と枝管を融着接合し一体

化させることで継ぎ手の部分も耐震性を確保できる「パイプインパイプ工法」が望ましい．既設

の鋳鉄管内にポリエチレンの自立管を挿入するパイプインパイプ工法による管更生工法は，簡易

的な耐震診断を通して管路の最大ひずみはレベル 2 地震動を対象とするポリエチレン管の許容

ひずみを下回ると評価されている 1)．従って「水量確保」に適しているクローズフィット工法と，

「分岐利用」が可能となるパイプインパイプ工法を組み合わせての再生方法を検討した． 

これらの検討には地中配管の配置が必要であるが，すべての配置が明らかとなっていなかった

ために，2002 年に調査補注 4された実測図面（16 か所）を基に管路の標高と実測場所間の距離

を明らかとした．実測図面に記録された場所については Google Earth 上の標高を確認する方法

を行った．また，大谷派本願寺火防用引水路線略図（図 1－2）を基に実測場所間の配置を整合

させることと，橋脚における露出配管部は目視調査を通してその配置を確認した．結果，本願寺

水道の敷設状況を確認した．図 2－2は本願寺水道の位置を示す．図中の番号は 2002 年の実測

調査における 16ヵ所の調査地点を表す．「17」番は，水源池を表すものとして任意に付けた． 

図 2―2 本願寺水道の配置と標高（現状） 
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1～2 における区間には，かつて東本願寺前の噴水，堀の水，東本願寺の別院である渉成園の

池に枝管が分岐され本願寺水道より水が注がれていた．また 11～12 における区間にもかつて大

谷祖廟への枝管が併設されている．このことから将来的に少なくともこれらの枝管も含めた再生

利用と，伝統的な町家の密集する祇園南地区での防災活用の可能性も考慮補注5して，1～12 の区

間までには分岐が可能となるパイプインパイプ工法での再生が望ましい．17 から 12 までには

水量確保を目的としてクローズフィット工法での再生が望ましい． 

なお，12～17 における区間は管路全体の標高差 44m の中で 35m の標高差があることから，

本区間内で最大流量を得ると全体の送水能力が最大になると考えられる（図 2－3）． 

 

 (2) 本願寺水道の送水能力の試算 

本願寺水道の送水能力は，水源地からの高低差（位置水頭）で東本願寺（図 2－2中 1の場所）

に供給される流量（水量/時間）を算出した補注6．再生した本願寺水道の送水能力の試算には「管

網解析シミュレーションシステム PIPE-mini Win」(株)管総研の管網水理計算ソフトを用いた．

（*資料編に水理計算の条件を掲載した．） 

計算の結果，5.4m3/分の流量が得られた．なお、築 70 年以上が経つ鋳鉄管の流速計数は

設定の基準 計算の条件 計算結果 

現状本願寺水道の漏水個所を修復した状態を推定  本管の内径：φ300mm 
本管の流速係数：C60 

流量： 
3.5 m3/分 

クローズフィット工法とパイプインパイプ工法の併用 
分岐利用：1～12区間 
水量確保：12～17区間 

1～12区間 
更生管の内径：φ238.8mm 補注 7 
更生管の流速係数：C150 
12～17区間 
更生管の内径：φ280mm 
本管の流速係数：C150 

流量： 
5.4 m3/分 

図 2―3 本願寺水道の実測場所と標高との関係 

表 2―1 水理計算の設定とその結果 



第２章 本願寺水道の耐震化再生に必要な技術の検討 

17 

Hazen-Williams の式により C=60 とされ 2)，現状本願寺水道の漏水個所を直すなど最小限の修復

を行う場合には 3.5m3/分の流量が得られた．再生案は現状に比べてより大量の流量が得られる

ことが明らかとなった（表 2－1）． 

 

３．管更生工法の施工に向けた本願寺水道の管路診断 

管更生工法の実施に当たっては，まず①管内検査を通して錆や腐食状況を確認し（写真 2－1

参考），②管内の洗浄作業を通して錆こぶを除去，③既設管内にポリエチレン管を挿入する手順

に従う． 

一方で本願寺水道の腐食状況に関しては，東本願寺の嘱託職員という役職で本願寺水道の維持

管理に従事された中川四郎氏による「地中に流れる迷走電流のいたずらで管が腐食し，漏水する

こともある．迷走電流の流れ方は水道の通る道路の交通機関が路面電車から地下鉄になったりす

ると変わるので…補注8」と指摘された新聞記事 3)の他，明治期の施工から今の維持管理も担当さ

れている㈱岡野組による修復工事記録を基に予測するほかなかった（表 2－2）． 

 

 
日時 内容

1998年(平成12年) 7月 三条通り岡崎道から蹴上に向かって約150ｍ弊社施工の電線共同溝工事に
て漏水を発見したため，不良部分を敷設替えした． 

2000年(平成14年) 11月 渉成園北側にて管破損による漏水のため敷設替えを行なった． 

 

本願寺水道の市街地送水管はそのほとんどが地中に敷設されているが，管路が川と交差する橋

脚に露出されている配管を対象として非破壊の X 線検査を実施した．本検査は X 線撮影された

フィルムを持って管内状況を把握することが可能となる．4.6km に至る敷設管路の上で上流部

と下流部の区間と橋脚の露出配管において検査を行い，管路全体の腐食状況を予測することとし

た（図 2－4）．行った管内検査の項目と内容を次にまとめる． 

 

表 2―2 本願寺水道の補修記録（岡野組より提供して頂いた文面を基に筆者作成） 

写真 2―1 錆こぶが形成された鋳鉄管

※クボタシーアイ提供 

図 2―4 管内検査の内容と実施場所 
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（1）非破壊 X 線検査 

日本では一般的にガス管の診断のためにＸ線透過試験を行っている．欠陥検出精度が高く，X

線フィルムを残しておくことが可能な検査であり，可搬型 X 線発生装置とフィルム・増感紙の

組合せで鋼では 80mm，コンクリートでは 400mmの厚さの撮影ができる 4)．フィルムに写され

るレントゲン結果を基に，管内の

腐食，錆こぶ，ひび割れなどの判

読が可能となる（写真 2－2）．検

査は管路が露出されている「白川

橋下」，「五条大橋下」と，工事に

伴い掘削された「渉成園北」の管

路と，東本願寺境内に展示されて

いる管路を対象として実施した． 

 

（2）管内カメラ検査 

非破壊 X 線検査を通しては場所別の状況比較は可能となるものの，管内の実態を把握するこ

とはできない．一方で，最少 5cm の開口部さえあれば管内にカメラを挿入し実態を確認するこ

とが可能である．挿入後はケーブルの剛性を利用し，カメラを最大で 30mまで推進させること

が可能である． 

五条大橋西詰橋脚に露出されている本願寺水道は，漏水された管路補修のために付けられた割

型継手を外した最頂部に穴があったため，カメラを挿入し内部状況を確認した（写真 2－3）．五

条大橋西詰の管路においては X 線検査も行うため，両方の検査結果を比較することが可能とな

る．管内カメラ検査は「五条大橋下」と，京都市下水道工事中に管路が切断されカメラを挿入す

ることが可能であった「渉成園北」の管路を対象として実施した． 

 

写真 2―2 X 線検査の様子（写真の上に筆者加筆） 

写真 2―3 管内カメラ検査を実施した五条大橋の管路（割型補修継手）とカメラ（右） 

写真 2―4 管内錆こぶ落し検査を実施した渉成園北の発掘管路 
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（3）錆こぶ落し検査 

「京都市下水道総合浸水対策緊急事業（2012 年 4 月～2016 年 3 月）」の対象地区である渉

成園北の上珠数屋町通では，敷設されていた建設当初の本願寺水道管路が掘り出された（2012

年 12 月 17日）．この撤去された鋳鉄管内をφ300mmの治具を持って錆こぶを除去する試験を

行った（写真 2－4）．今までにも本願寺水道のφ300mm の管内に最大φ280mm のポリエチレ

ン管を 20mm の隙間で挿入する管更生工法を検討されたため，錆こぶ除去の程度によって工事

の実施可能性を判断できると考えられるためである． 

 

４．送水管内の検査を通した管更生の可能性考察 

本項では，上記「非破壊 X 線検査」，「管内カメラ検査」，「錆こぶ落し検査」の管内検査結果

を基に，本願寺水道敷設場所別における老朽化状況の比較と，管更生工法の実施可能性について

考察する． 

 

（1）X 線検査の結果 

X線検査の結果フィルムは，東本願寺の境内で展示されている本願寺水道管路の一部と整合さ

せることで検出された画像の実像を確認することが可能であった．写真 2－5の検査結果でみら

れる「1」は，腐食して元の板厚より薄くなっている為，フィルムに黒く写っている．「2」は，

錆が一点に固まってコブ状になっている為，フィルムに白っぽく写っている． 

管内の状況を目視で確認でき，X線検査の結果と見比べが可能だったのは，境内の展示品（写

真 2－5）と，渉成園北で掘削された管路の一部である．これらの結果を基に，他の場所での検

査結果を整合し，全体の分析を行った． 

検査は管の上から下へ撮影し「管の底部」と，横からの撮影を通して「管内の側面と上下の状

況」の検出を行った．その結果，検査フィルムには錆こぶ（写真 2－5中の「2」）と考えられる

鱗模様と，腐食による減肉と考えられる黒い点や，割れだと考えられる線状のものが検出された． 

白川橋下の管内については

（図 2－5），底部周辺以外に錆

こぶだと考えられる鱗模様が見

られたことと，東本願寺で撮影

したフィルムと同様な腐食が全

体的に確認された．この白い線

として写る錆こぶは渉成園北の

X線検査の結果（図 2－6）に比

べてより少なく見られる． 

白川橋下と渉成園北の管路に

おける検査時期（撮影時期）は
写真 2―5 実物管と X線検査の照り合わせ 
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異なるが（図 2－4参照），約 9か月の時間差による腐食や錆こぶ程度の差とは考えられにくく，

上流側と下流側における管路上の敷設環境や管理状況による差に起因したものだと考察する． 

渉成園北の検査結果（図 2－6）では，錆こぶは上下方向，横方向共同様に撮影されているが，

塊の剥落だと考えられる黒い点の塊は横方向の撮影でより多く鮮明に写されている． 

五条大橋西詰の検査フィルムの上から撮影した結果には，写っている錆の輪郭が多少崩れてい

るが，腐食割れや腐食と考えられる黒い部分と白い線状模様ははっきり見られる．一方で，横か

らの撮影では錆の輪郭がはっきりと見られ，下側に白い線状模様もはっきり検出された．通常の

X線撮影においては，傷や異物などがフィルムに写ると，フィルムに近いものほど輪郭がはっき

りと写り，逆に遠くなれば拡大されるとか歪んで写る補注9．堆積物と考えられる白い線状模様が

検出された部分には腐食割れや腐食による減肉が想定される一方，長年にわたる流水で溜まった

沈殿物（水）があったため底部には錆こぶができにくい環境になったと考えられることから，管

内の上側に比べて底部周辺にはより錆こぶが少ないと考えられる． 

それ以外の箇所には，鱗状に蓄積された錆が白川橋下や渉成園北の管内に比べてより多く検出

図 2―5 白川橋下の X線検査結果 

図 2―6 渉成園北の X線検査結果 

図 2―7 五条大橋西詰の X線検査結果 



第２章 本願寺水道の耐震化再生に必要な技術の検討 

21 

された．（*資料編にX線検査のフィルムを掲載した．） 

 

(2) 管内カメラ検査と目視調査を通した管路の診断と考察 

X線検査の結果の上にカメラ検査や目視調査を通して管内を診断し，その状況をより明らかと

した．渉成園北の上珠数屋町通には「京都市下水道総合浸水対策緊急事業」に伴い一部切断及び

移管されることになった本願寺水道の送水管を対象として，X線検査と管内カメラ検査に加えて

錆落し作業の検査を行うこととした．これらの検査における内容は以下の通りである． 

上記 2012 年 11 月京都市の下水道工事に伴い一部掘削された本願寺水道からは，溜まってい

た水が切断された隙間から吹き上がった（写真 2－6）．渉成園北の管路は標高上一番低いことか

ら水源池より流れてきた水が管上まで溜まっていたと考えられるため，管内に酸素が通らず腐食

されにくい環境であったと考えられる． X 線検査で見られる渉成園北の管路では，管内に空気

が通ることでより劣化しやすい環境にある白川橋下の管路に比べてより多くの錆こぶが見られ

る．また掘削された管の肉厚は実測値 12～17mm で，建設当初の 15mm から減肉された量に

比べて錆こぶが多い．またこの錆の層は元の鋳鉄管からドライバーで落せる強度であったことか

ら，このすべてが腐食による錆こぶとは判断できない（写真 2－6）． 

管内状況は，管軸方向に均一に錆び状のコブが付着しており，大きいもので 15～20mmの高

さであった（写真 2－7）．

また，掘り起こした管

において大きく外面腐

食は見られなかった．

鋳鉄管の外面に影響を

及ぼす腐食性の土壌で

ある大阪層群（京都盆

地海生粘土層 Ma3～

Ma5 と代表される）は

深度87m以上に分布し
写真 2―6 渉成園北管路の掘削状況（左），管内状況（右） 

写真 2―7 管内映像（渉成園北） 写真 2―8 剥落された管内（五条大橋下） 
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ているため 5)，平均的に約 1m深さに敷設されている本願寺水道の送水管に直接的な影響はない

と考えられる． 

五条大橋下を通る管路は今までにも漏水などが原因となり補修を度々重ねてきた．1959 年五

条大橋の架け替えに伴いステンレス鋼管として補修された管路には所々補修継手がつけられて

いるため補注 10，その継手部を一時取り外して，腐食による穴にカメラを挿入し映像を持って管

内の検査を行った．X線検査による腐食や錆と考えられる模様が比較的に一番はっきり写った五

条大橋の管内カメラ調査では，一部剥落された内面が見られた（写真 2－8）． 

 

(3) 錆こぶ落し検査を通した管更生の可能性検討 

渉成園北から掘削された鋳鉄管において治具を 2，3回通過させることで，管内の錆こぶを概

ね落すことができた（写真 2－9）．本研究で検討しているφ280mm の PE 管を挿入するために

はより高度の洗浄作業が必要になると考えられる一方，φ250mm の PE 管を挿入することは可

能であることが明らかとなった． 

 

小結 

大規模な地震火災時にも断水しない送水管として本願寺水道を現代に再生する技術の検討を

行った．管更生工法による耐震化再生工法は，既設の鋳鉄管内に新しく耐震性の高いポリエチレ

ン管を通すため，明治期から残る既存の管路を保全し，本願寺水道の管路が持つ文化遺産として

の価値を継承することが可能となる．また，管路沿線の防災水利が必要とされる市街地への分岐

配管が可能な工法も選択できる．既設の本願寺水道の配置に適した管更生工法の検討と，その実

施可能性を検証するために行った管内の検査を通して得られた知見を以下に整理する． 

 

(1) 東本願寺に収蔵されている設計図や実測図と文献，2002 年の実測調査により明らかになっ

た 16か所の本願寺水道の実測図を基に，本願寺水道の配置を確認した． 

(2) 東本願寺から近い管路には，かつて東本願寺前の噴水，堀の水，東本願寺の別院である渉成

写真 2―9 人力錆落し作業の前・後（渉成園北で掘削された配管） 
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園の池に枝管が分岐され本願寺水道より水が注がれていた．また四条大和大路通交差点から

東大路通と白川の交差点に至る管路にも，かつて大谷祖廟への枝管が併設されている．この

ことから将来的に少なくともこれらの枝管への分岐を含めた利用と，その間の区間となる伝

統的な町家の密集する祇園南地区での防災活用の可能性も考慮して，この範囲では，分岐が

可能となるパイプインパイプ工法での再生が必要であることが明らかになった． 

(3) 一方で当該区間より上流となる水源地から東大路通と白川の交差点までの区間ではできる

だけ多くの水量を確保することが必要となるが，クローズフィット工法での再生は，既設管

内に密着され内径は縮小するものの鋳鉄管の既設管より流速計数が高くなることで流量が

増す．これらのことから，本願寺水道の再生には二種類の管更生工法による組み合わせが適

していることが明らかになった． 

(4) 二種類の管更生工法により再生した場合の本願寺水道の送水能力を計算した結果，5.4m3/

分の流量が得られた．現状本願寺水道の漏水個所を直すなど最小限の修復を行うことを仮定

し，築 70年以上が経つ鋳鉄管をそのまま利用した場合，3.5m3/分の流量が得られる計算と

なった．管更生工法により再生する本願寺水道は，送水能力面で現状に比べてより多くの流

量が得られることが明らかになった． 

(5) 上述の再生技術に対して実際の施工可能性を検討するため，本願寺水道の管路診断を行った．

X線による非破壊検査で投影されたフィルムを基に，管路の上流部として代表される白川橋

下の管路と下流部として代表される渉成園北の管路の管内腐食状況を比較した．その結果，

上流部に比べて下流部の管路の検査結果からは鱗模様と黒の斑点が多く検出された．一部試

掘された本願寺水道の配管を対象としてX線検査を行ったことで，フィルムに投影された鱗

模様は錆こぶと，黒い斑点は腐食であることが明らかになった．管路の下流部には上流部よ

り多く腐食され錆こぶが形成されていることが推定される．試掘された配管を対象に人力に

よる簡易式の洗浄作業を通して管内の錆を落すことができたため，管更生工法の施工が可能

であることを明らかとした． 

 

 

 

補注 
1.  (社) 日本水道協会：1995 年兵庫県南部地震による水道管路の被害と分析・厚生労働省の水道ビジ

ョンおよび日本水道協会の水道事業ガイドラインにおいて配水用ポリエチレン管（融着継手）は耐
震管として定義される． ポリエチレン管の融着による管網の一体化は 50cmの段差沈下が作用した
場合でも，最大発生ひずみが 3%であることが実験的に把握されている． 

2. 漏水管や脱落した継ぎ手を含んだ管を対象として，道路を掘らずに直す工法に用いられる更生管と
して大きくは自立管，複合管，二層構造管の三種類がある． 

3. 管内の水の流れを配管の物理特性及び摩擦による圧力損失によって関係付けた Hazen-Williams の式
から管内の水の流れやすさを流速係数 C として定義される．一般的に埋設された管路の CHの値は，
管内面の粗度と管路中の屈曲，分岐部等の数及び通水年数により異なる．新管を使用する設計にお
いては，屈曲部損失等を含んだ管路全体として C110 を設定している．ポリエチレン管は C=150． 
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4. 本願寺水道のかつての敷設や，今までも補修を含んだ維持管理を担当している(株)岡野組より 2002
年に行われた．（*資料編に本実測図を掲載した） 

5. 樋本圭佑他：伝統的木造密集市街地の延焼火災リスク評価に関する基礎的検討，歴史都市防災論文
集，Vol.2，pp.9-13，立命館大学，2008.10 の研究対象として延焼火災の危険性が挙げられ，京都市
消防局が平成 17年 3月に発行した「京都市防災マップ」から，火災発生率が高い場所として検討さ
れている 

6. 「管網解析シミュレーションシステム PIPE-mini Win」(株)管総研の管網水理計算ソフト上に本願
寺水道モデルを作成した．補注 3 の実測調査より明らかになっている敷設箇所と深さを交点とし，
市街地の配置図（路線略図）を照り合わせながら交点を繋ぎ本願寺水道を水理計算モデルとして再
現した．供給される水量は，琵琶湖疏水（8.35m3/秒）を水源としているため無限としている． 

7. パイプインパイプ工法 ISO 規格内の常用圧力 0.78MPa(SDR13.6)の内径 238.8mm管(外径 280mm)  
8. 本願寺水道の市街地送水管の一部区間（渉成園北の上珠数屋町通～河原町通～五条通）には路面電

車が走っていた．また京阪電車は（五条通）今も運行されている． 
9. Ｘ線画像の投影歪みには，拡大による歪み，位置による歪み，形状による歪み，照射角度による歪

みの４つがある．Ｘ線束中心線がフィルムに垂直入射する場合において，拡大歪みは拡大率が大き
い程大きくなり，位置歪みと形状歪みは照射野内の周辺で最大となる．また，歪みは撮影距離が短
く撮影範囲が大きくなるほど増大する．本内容は技術協力を頂いた㈱大検の技術士中川氏の所見を
基にしている． 

10. 橋の架け替え 6)（1959 年）と流失 7)（1969 年）などの理由から鋼管として補修された記録が残る，
2006年には岡野組より漏水補修の記録が残る． 

 

 

参考・引用文献 
1) 片桐信，荒川昭治：PE 管 Pipe-in-Pipe 工法で管路更生を行った場合の本願寺水道の耐震性能評価，

歴史都市防災論文集，Vol.6，pp.73-80，2012.7. 
2) 久保田鉄工株式会社：ダクタイル管施工ハンドブック，pp.200-203，久保田鉄工株式会社，1985. 
3) 中川四郎：京を守る「本願寺水道」，日本経済新聞，2002.4.30 
4) 株式会社大検：放射線検査＜X線投下試験＞，http://www.daiken-ndt.co.jp/housyasen.html，2013.5.1 
5) 京都市：平成 12 年地震関係基礎調査交付金 京都盆地の地下構造に関する調査成果報告書 4-2-2 大

阪層群，http://www.hp1039.jishin.go.jp/kozo/KyotoCty5frm.htm，2013.5.1 
6) 延澤栄賢：第 1節本願寺水道と防災設備, 真宗本廟（東本願寺）造営史研究－本願を受け継ぐ人々－，

pp.358-368， 東本願寺， 2011. 
7) 日出新聞社：「五条大橋に架しありし東本願寺の水道鉄管…水中に墜落し…流失したり」，日出新聞，

1969.8.5 
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１．本節の目的 

本節では再生を仮定する本願寺水道を基に，消防水利の供給能力を明らかにする．かつての給

水対象である東本願寺と周辺の木造密集市街地を対象として，本願寺水道を水源とする消防水利

の運用可能性についてケーススタディを行う．また，対象地区の必要とされる消防水利に対して

本願寺水道を水源にする消防水利の運用可能性を明らかにする． 

 

２．評価の方法と手順 

本章では，第 2 章で検討した本願寺水道の再生案を基に，地震火災における大規模災害を想

定した水利供給能力を評価する．かつて本願寺水道からの水利を防災水源としていた東本願寺へ

の供給と，京都市消防局により震災時における消防水利整備の不足群として示されている地域補

注 1 の中で本願寺水道の流域付近に位置する下・上錫屋町周辺への供給を目的として，本願寺水

道再生案を水源にする防災水利の整備及び運用計画を策定しその利用可能性を検討する（図 3

－1）． 

 

３．東本願寺の現有の防災設備に対する給水能力評価 

東本願寺境内の送水ポンプと防火水槽を含んだ防災設備は，昭和 37(1962)年から備えられた

図 3―1 震災時消防水利の不足群 1)（本願寺水道の配置を筆者加筆） 
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システムである．登録有形文化財として指定されている東本願寺は，木造の重要文化財を対象と

して 50分間の放水容量を確保する文化庁の指導を基に，送水ポンプと境内防災設備を近年新し

く整備している（2008 年）補注2． 

本防災設備の水源になる防火水槽は容量 270m3であるがフラットな形状から，実際の供給可

能な有効水利は 227m3である．現状は，地下水のポンプアップにより水が補給されている．一

方，昭和 37(1962)年防災システムが備えられて以降，本防火水槽は増設されていない．このた

め現状では，再整備された境内すべての消防設備に水を供給しているのはこの一基の防火水槽で

あることと，境内における防災訓練の際にドレンチャーと放水銃を最大に起動した訓練の際には

約 20分弱で防火水槽の水がなくなった事がヒアリング調査を通して明らかとなった． 

実際の火災時には，境内の防災センターから火災現場の消火設備への送水量を細かく調整する

ことで，木造文化財における防災水利指導基準の 50分間の放水が可能とされているが，通常火

災から大規模延焼火災も危惧される地震時にはこれ以上の消防活動時間が想定され，境内防火水

槽の 227m3の水は有限であるため不安が残る． 

 

３－１．消防設備と消防体制を基に想定した必要性能 

東本願寺の境内に整備されている消防設備は，境内自衛消防隊の定められた消防体制により使

われる．その消防体制は火災の規模を想定し，三段階に分けて備えられている．第一段階には，

巡監及び自衛消防隊により現場確認が行われ，火災の規模により初期消火や避難誘導等を行う．

第二段階には，初期消火で鎮火できなかった規模の火災や地震火災といった大規模火災から延焼

を防止するための消火活動と，職員主導の避難誘導活動を予定している．第三段階においては，

境内の防災センターからの操作によりドレンチャーや放水銃が起動され，延焼防止活動が行われ

る（図 3－2）． 

これら自衛消防隊の段階別消火活動を考慮して，消防設備への水の供給システムが設計されて

いる．第一段階と第二段階においては，流量 1.8m3/分の「ポンプ a」を通して「屋内消火栓」，

「屋外消火栓」，「スプリンクラー」へ水が供給される．第三段階においては，流量 3.18m3/分の

「ポンプ b」を通して「ドレンチャー」へ，流量 3.2m3/分の「ポンプ c」を通して「放水銃」へ

と水が供給され，主要木造建物の木漏出部への延焼を防ぐ水幕として放水される．現状この 3

台のポンプ a，b，cが一機の防火水槽を水の供給源とする一系統の給水になっている． 

 

図 3―2 東本願寺の消防設備 
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３－２．本願寺水道による給水能力の評価 

現状では，一系統の給水のみで三段

階の消火活動を行うことに困難が生じ

ると考えられるが，かつて防火水槽ま

でに繋がっていた本願寺水道の境内配

管を再生しバイパス管として消防設備

への送水管に直結することで，一部の

防災設備は二系統の給水システムによ

り運用が可能となる． 

再生された本願寺水道により東本願

寺境内に供給可能な最大 5.4m3/分の流量を使えば，「ポンプ a」と「ポンプ b」から送水される

流量がバックアップ可能となる．一方，第三段階の延焼抑止に必要とされる「ポンプ b」と「ポ

ンプ c」の必要流量（3.18m3/分+3.2m3/分）を両方バックアップすることは不可能であるが，「ポ

ンプ b」もしくは「ポンプ c」のどちらか一つはバックアップが可能であるため、残りの一つに

対しては既存の防火水槽より給水する必要がある（図 3－3）． 

 

４．東本願寺の周辺地域の防災計画に対する給水能力評価 

東本願寺境内への給水支援に加えて，周辺地域への防災水利としての活用可能性を検討する．

「下・上錫屋町」は，京都市消防局により指定されている火災の段階（図 3－4）で「第二段階：

数棟の火災」において，40分の放水に必要な 60～80m3の消防水利不足地区として示されてい

る 1)．  

地区内の消火栓は 35 基が存在し， 2010 年には下京中学校において防火水槽 100m3が新設

されており，第二段階火災において不足とされていた消防水利は補完されたことが現地調査を通

図 3―3 境内の消防設備システムにおけるバックアップ

図 3―4 火災規模による消火の段階 3) 
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して明らかとなった．しかしながら震災時には上水道の切断等により消火栓が有効に起動しない

可能性を踏まえると 2)，延焼火災危険度が高い地区であることに変わりはない． 

周辺地域の火災対策を行うことは，東本願寺の延焼火災対策にもなるため，本願寺水道を当該

地域の防火にも役立てることを目標として防災水利計画を検討する． 

 

４－１．三段階の火災規模に対する消防方法の検討 

京都市防災水利構想における消火活動の段階（図 3－4）を基準にし，三段階の火災規模それ

ぞれに必要な消防の方法と水利を検討した． 

第一段階「初期小規模火災」においては，市民による消火活動が行われ，水源としては身近な

水や消火器，風呂の水，河川等，ため池が挙げられ，東本願寺周りの堀水も対象とすることが可

能である．消防方法としてはバケツリレー等が挙げられている一方，本計画では地域住民らが使

える消防設備の整備を検討する． 

第二段階「数棟規模の火災」消防団や消防隊による専門的な消火活動が行われ，水源としては，

通常火災に対応した水として消火栓，防火水槽，河川，ため池，井戸が挙げられている．本計画

上では地区の消防団が使う設備として消火栓を検討する． 

第三段階「大規模延焼火災」消防団や消防隊・他都市からの応援隊による路線防御で延焼防止

活動が行われる．水源としては大容量・長時間放水可能な水として，消火栓，プール，河川等，

ため池，井戸を挙げられているため，消火栓と共に東本願寺の堀水も防災水利として検討する． 

 

４－２．下・上錫屋町に整備する消防設備 

大規模地震に伴う火災時には公設消防がすべての火災に対応できない事を踏まえると，地域住

民らが活用できる消防設備を整備することが望ましい． 

「文化財とその周辺地域を守る防災水利整備事業」として京都市東山区では，地区内に

1500m3の防火水槽を 2 基設置し一般の市民が使える消火栓として易操作性 1 号消火栓（市民

消火栓）を管路上に設置した 4)．本消火栓は日常からの使用が勧められ，災害時の初期消火に活

用するように指導および定期的な訓練が実施されている． 

ここでは同様の易操作性 1 号消火栓を，下・上錫屋町の初期消火対策として地域住民らが使

える消防設備として整備

することを検討する（図 3

－5）． 

この地区には，再生する

本願寺水道から分岐を行

い，規格化されている配水

用ポリエチレン管（内径

150mm管）で敷設する計

画とする．本配管を地区に
図 3―5 易操作性 1号消火栓とその使用（事例：清水周辺地域） 
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設置されている消火栓をつなげることで既存の消防設備の耐震化も可能となる． 

 

４－３．本願寺水道による給水能力の評価 

東本願寺既設の消防システムにおけるバックアップと下・上錫屋町には地域住民が使える易操

作性 1号消火栓の整備を検討した防災水利計画を策定，「必要とされる消防水利」に対し「本願

寺水道からの供給可能性」について検証を行う． 

対象地域の消防活動の段階別に「消火可能範囲」を算定し，管路上の防災設備の有効水頭を計

算することで本願寺水道の送水能力を評価した．なお，木造建築における火災を鎮火するために

は 40 分間の放水が必要とされるため，第一，第二段階の消火活動においては各 40 分間の放水

を行うことを条件とした補注3． 

 

（1）第一段階の初期小規模火災時の能力評価 

東本願寺における第一段階と第二段階の消火活動は，境内の自衛消防隊員により屋内消火栓や

屋外消火栓を用いて行われる．これらの消火栓と，スプリンクラーによる消火に必要な水を本願

図 3―6 第一段階火災に対する消火可能範囲 
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寺水道より供給する事が可能となる． 

一方，下・上錫屋町には第一段階においては「易操作性 1 号消火栓」の整備を検討するが．

易操作性 1号消火栓は 1機あたり 0.13m3/分の放水量があり，半径 25mの消火可能範囲を持つ

ものと考えれば補注4，この消火可能範囲を基に道路に面する下・上錫屋町の建物の壁面をすべて

カーバするためには，最大 28台が必要となる（図 3－6中下・上錫屋町における○の範囲）． 

東本願寺が必要とする流量（1.8m3/分）と，下・上錫屋町の易操作性 1 号消火栓が必要とす

る流量を基に，管路上の有効水頭を計算した．この結果，地区内の各易操作性 1 号消火栓を同

時に起動させた場合には，最大 12 台までが必要とされる有効水頭 20m に満たすことが明らか

となった．地区内に整備を検討した 28 台に対して起動可能な数が 12 台と限られる．本地区は

地震時において最大に予想される出火件数が 7 件とされるため補注512 台の消火栓でも対応が可

能と考えられる一方，念のために他の消火方法も検討する必要性がある．例えば地域住民による

バケツリレーなどの消火活動も期待できるため，東本願寺の堀水も防災水利として検討すること

が望ましい． 

 

（2）第二段階の数棟規模の火災時の能力評価 

図 3―7 第二段階火災に対する消火可能範囲 
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第二段階の数棟規模の火災における消火活動においても東本願寺で必要される流量は，最大

1.8m3/分と変わらない．下・上錫屋町では， 60～80m3の消防水利不足地区であるため，1m3/

分の放水量を持つ消火栓を二機以上使える環境を整える必要がある．本消火栓は本願寺水道の分

岐による耐震配管上に設置することと検討した（図 3－7）．  

計算により管路と消防設備の有効水頭を確認した．東本願寺では自衛消防隊による消火活動や，

スプリンクラーによる消火が行われるが，これと同時に下・上錫屋町では消火栓 1 機に当たる

流量を本願寺水道から供給することが可能であることが明らかとなった．なお，もう一機分の消

火栓に関しては地区内の下京中学校における既存の防火水槽の水を使うことで対象可能となる

（図-12 中下京中学校における防火水槽）． 

 

（3）第三段階の大規模延焼火災時の能力評価 

第三段階の大規模延焼火災においても，同時に管路と放水する消防設備の有効水頭を確認した．

本願寺水道における送水により境内においては約 30m，下・上錫屋町においては約 29mの有効

水頭が得られる事が明らかとなった（図 3－8）．東本願寺境内では，延焼防止を目的に水幕を張

るための「ドレンチャー」の放水流量（3.18m3/分）を本願寺水道より供給可能である．この際，

図 3―8 第三段階火災に対する消火可能範囲 
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4.(1) b)から放水銃の放水流量（3.2m3/分）は境内の防火水槽より水を供給するものとすれば，

この条件下では下・上錫屋町においても，本願寺水道の余力で 1 基の消火栓に水を供給可能で

あることが明らかとなった．ただし第二段階からの防災活用を検討している下京中学校の防火水

槽（100m3）は有限であるため，東本願寺の堀水や鴨川も消防水利としての利用を検討してお

くことが望ましい．このような消防水利は阪神淡路大震災でも事例があった大量送水工作車によ

る送水を検討する必要がある． 

 

小結 

本節を通して得られた結果を次に整理する． 

 

(1) 東本願寺境内における防災設備の設計担当者へのヒアリングを行い，既設の消防設備の仕様

を確認することで消防水利システム運用時の必要な水量を明らかにした．現状，境内の消防

水利システムは 1基の防火水槽（227m3）より給水され 50分間の放水を想定している一方

で，通常火災から大規模延焼火災と危惧される 3段階の火災時は 50分以上の消防活動時間

が必要とされるため不安が残る． 

(2) かつて境内の防火水槽までに給水されていた本願寺水道の境内配管を再生し，バイパス管と

して消防設備の送水管に直結することで，現状防火水槽のみである一系統の防災水利設備は

二系統の給水システムとして運用が可能になることを明らかとした． 

(3) 本願寺水道により東本願寺境内に供給可能な最大 5.4m3/分の流量による給水を通して，境

内 3基の加圧送水設備（ポンプ）の中２基分に当たる消防設備の運用が可能である．本願寺

水道の消防水利を基に，境内の防火水槽の 227 m3の水を残り 1基分の消防設備へ給水する

ことで，安定的な消防水利の運用が可能となることが明らかになった． 

(4) 下・上錫屋町を対象として 3段階の火災規模の消防に必要な整備と方法を検討し，東本願寺

と両方を対象として，同時給水の可能性を明らかとした．これらの内容をまとめると図 3－

9となる． 

(5) （第一段階）初期小規模火災時の消防のために，下・上錫屋町には易操作性 1号消火栓の整

備を検討した結果，地区内全ての街路において消防水利を有するためには，最大 28基の易

操作性 1号消火栓が必要とされることが明らかとなった．本願寺水道から東本願寺境内への

給水を優先すると，下・上錫屋町における同時に起動可能な易操作性 1 号消火栓の数は 12

基と限られることが明らかになった． 

(6) （第二段階）数棟規模火災時の消防のために，東本願寺では自衛消防隊により屋内，屋外消

火栓を操作する消火活動と，スプリンクラーによる自動散水消火が行われる．これと同時に

下・上錫屋町は 1m3/分の放水量を持つ消火栓の 40分放水を想定し，2基以上使える環境を

整える必要がある．本願寺水道からは境内で想定される消火活動に充当する流量と，下・上

錫屋町での消火栓 1基に充当する流量に対して給水が可能であることが明らかになった．  
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(7) （第三段階）大規模延焼火災時の消防のために，東本願寺では延焼防止のために水幕を張る

ドレンチャーの放水に必要される流量（3.18m3/分）を本願寺水道より給水可能である．同

時に境内の放水銃の放水に必要とされる流量（3.2m3/分）は本願寺水道からの給水では圧力

が十分でないことが明らかとなった．第三段階では境内の防火水槽の水も給水するものとす

れば，下・上錫屋町においても，本願寺水道の余力で 1基の消火栓に給水が可能であること

が明らかになった． 

 

 第一段階と第三段階の火災時には再生する本願寺水道からの給水だけでは防災水利の運用

に限界があった．より安全側としては，東本願寺の境内や下・上錫屋町に備えている防火水槽

の水源や，かつては本願寺水道を水源としている堀水，広域的な鴨川の水も防災水利としての

運用を検討する必要がある． 

 

 

 

補注 
1. 京都市消防局により，京都市の防災水利構想に基づき伝統的な木造文化都市である京都を震災から

守る事を目的として，震災時に必要な消防水利を算出し，今後の消防水利整備の指針となる計画書
を作成している．火災危険度を評価する際の分析単位として物理的な評価を行うための正方形メッ
シュで京都市の全エリア－を分け，延焼危険度（不燃領域率+木造建物と防火造建物の建ぺい率，火
災発生確立と人口密度）を基にメッシュごとの危険度ランクを設定している．この危険度ランクに
応じた必要水量を検討し，地域の備えられている消防水利を基準に必要水量に対して消防水利が足
りない 340m×170mの不足群として挙げている 1)． 

2. 東本願寺境内の防災設備設計を担当した設計会社の担当者や設備会社の担当者にヒアリング調査を
行った． 

図 3―9 本願寺水道の給水による東本願寺と下上錫屋町の消防水利運用 
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3. 標準的な木造家屋を火災から防御するためには 40 分間放水が必要とされる（消防力の基準研究所, 
2000） 

4. ホースの長さは最長 30mに至るが，道路の屈曲を考慮する 
5. 参考文献 5)，pp.73-74 より花折断層を震源とした地震の出火予測件数は下京区が最大 7件とされる

（冬 18時基準）．本研究では対象地域内で 7件出火することと仮定した 

 

 

参考・引用文献 
1) 京都市消防局：京都市消防局震災消防水利整備計画，p.17，京都市消防局，2004. 
2) 財団法人建設工学研究所：阪神・淡路大震災の神戸市の上水道管被害復旧状況－神戸 JIBANKUN の

構築ならびに被害と分析－，神戸市，2003. 
3) 京都市消防局：京都市防災水利構想，p.19，防災水利構想委員会，2003. 
4) 土岐憲三：地震火災から木造都市を守る環境防災水利整備に関する研究，国土交通省「平成 13年度

建設技術研究開発費補助金」研究報告書，p.222，京都大学，2002. 
5) 京都市：京都市第 3次地震被害想定，pp.56-89，京都市，2003. 
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１．本節の目的 

２．評価の方法と手順 

３．大規模延焼火災を想定したケーススタディエリアの選定 

４．対象エリアにおける延焼抑止放水システム（WSS）を整備する路線の検討 

５．WSS の整備に必要な条件の検討 

６．WSS の整備による延焼抑止効果の検証 

小結 
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１．本節の目的 

（１）大規模延焼火災の対策としての本願寺水道の活用 

前節では，東本願寺の地震火災時における消防に必要とされる水のバックアップ以上に，周辺

地域にも余力の水を供給できることを明らかにし，地震時を想定する数棟規模の火災（第 2 段

階）において京都市消防局により既に算出されている周辺地域の必要な消防水利補注1を基に，本

願寺水道からの供給可能性が検証した．しかしながら，耐震性能を有する市街地配管として再生

活用できれば，建物崩壊や，道路閉塞，水道管の破裂に起因する大規模延焼火災（第 3 段階）

の対策にも活用できると考えられる． 

 

（２）延焼抑止放水システムの整備 

1995 年の阪神・淡路大震災においては，総出火件数 285 件から焼失棟数 7,483 件に及ぶ延

焼被害を受けている．地震直後の同時多発の出火に対応できず被害が拡大された背景には，現有

消防力を上回る同時多発火災の発生，救助活動の優先，情報伝達の混乱，交通障害，消火栓被害

などの消防水利の不足などが挙げられる 1)． 

これらの背景を踏まえて京都市では，木造密集市街地における延焼火災対策として「延焼抑止

放水システム（Water Shield System：以下WSS と略称）」が計画されている 2)．着火していない

木造建物の壁面に事前放水する水の蒸発熱で温度上昇を抑えて周りからの延焼を防ぐ街路壁面

散水設備である（図 3－10）．なお，WSS は自動式の放水設備として計画されているため，大規

模震災時に人力による消火活動が困難になると想定される街区へ設置することでその効果が発

揮できると考えられる．これに加えて本願寺水道をWSS の配水源として整備することで，耐震

化された水利の供給も期待できる． 

以上より本節では，大規模延焼火災（第 3 段階）の対策として，既設本願寺水道の沿線上で

WSS の整備を検討する．また本整備計画における有効性の評価を行うことを目的とする． 

図 3―10 WSS のイメージ（延焼されている反対側へ散水） 
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２．評価の方法と手順 

ケーススタディと手順として，本願寺水道の沿線上で延焼火災の被害がもっとも大きくなるエ

リアを抽出する．そのエリアにおいては道路閉塞確率を基に公設消防による消火活動が不能にな

ると想定される道路を抽出する．抽出される対象道路の延焼火災対策としてWSS の整備を検討

する．WSS ノズルの散水範囲を基に路線上の配備を行い，放水が可能なノズルの数については

その圧力低下を有効水頭で確認しその最大数を算出する．WSS 整備計画はその延焼抑止効果に

ついてシミュレーション 3)を通して評価を行う． 

以上，ケーススタディの方法と手順を下記の図としてまとめる（図 3－11）． 

 

３．大規模延焼火災を想定したケーススタディエリアの選定 

前節での消防水利としての運用では，本願寺水道から送水される水量は様々な場所で同時に利

用されると圧力上の限界があった．一方，エリアを限って送水することで圧力低下を抑えられる

と考えられたため，市内送水管路が通っている沿線上，大規模地震により延焼被害が最も大きく

なるエリアを抽出しケーススタディを行う． 

沿線上の市街地を，放任火災の場合にもそれ以上延焼が広がらない緊急輸送道路補注2と，延焼

遮断帯となる幅員が 12m以上ある道路を基準としてエリア分けを行った（図 3－12）．その結果，

区切られたエリア別の建物数，建築面積，延焼建ぺい率補注3，木防建ぺい率を次の表にまとめる

（表 3－1）． 

放任火災の場合，木防建ぺい率が 40％を超える区域では延焼によりほとんど焼失する可能性

が高いとされている 5)．A～G のエリアの中では，D のエリアにおいて建物数が一番多く建築面

積が一番広いため，ひとたび火災が発生するとエリア内の延焼被害が最も大きくなると考えられ

る．従って本研究におけるケーススタディエリアは「祇園南地区（図 3－12，表 1中 D）」とす

る． 

祇園南地区は 2001 年（平成 13）に設立されたNPO法人「祇園町南側地区まちづくり協議会」

より地区内の景観整備活動を行うとともに，防火防災に対する啓発，私設消火栓の整備，地域の 

図 3―11 本願寺水道の消防水利による延焼抑止効果の検証フローチャート 
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エリア 建物数 建築面積 m2 延焼建ぺい率 木防建ぺい率 

A 1068 146573 0.488077 0.427826 

B 764 82581 0.573316 0.531994 

C 1770 197433 0.519567 0.487104 

D 2853 306824 0.529849 0.468807 

E 1734 139386 0.485239 0.363942 

F 1046 111158 0.365131 0.297855 

G 874 90393 0.380418 0.311655 

 

方々が参加される定期的な防災訓練などが行われている補注4．さらに本地区は東山消防署があり，

17 基の防火水槽が設置されていることから，地区内の消防団や消防隊により消火活動を行う上

では十分な水利を確保していることとする補注5．一方，本地区内の市民による消火活動が期待さ

れる第 1 段階「初期小規模火災」と，消防隊による消火活動が期待される第 2 段階「数棟規模

の火災」に関しては，消防力として定量化することが難しいことと，最も水量を必要とする第 3

段階「大規模延焼火災」について水量の有効性の検証を行うことができれば，それより少ない必

要水量による消防活動は十分可能だと考えられるため，本節では扱わないこととする． 

図 3―12 京都市本願寺水道の設置場所とケーススタディエリアの選定 

表 3―1 本願寺水道沿線上，延焼火災に関わる各エリアの属性 
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４．対象エリアにおける延焼抑止放水システム（WSS）を整備する路線の検討 

４－１．道路閉塞の推定 

ケーススタディエリア内の道路について，人による消防力として代表される消防隊や消防団が

進入及び通行できなくなる幅員を抽出する．その幅員については以下の条件に従って定める． 

・道路が交わる交差点をノードとし，交差点同士を結ぶ道路をリンクとする． 

・リンクを中心として両側に対面する建物の隣棟間隔が最も短い距離をそのリンクの道路幅員

として定義する． 

以上の結果，対象地域内には幅員が 4m 以下の道路から 25m 以上の道路が存在する（図 3－

13）． 

災害時の交通マネジメントを検討した安らの研究 6)では，道路通行可能確率 0.6 以下の京都市

の道路に対して，災害時に閉塞される可能性を指摘している補注6．道路幅員に基づく阪神・淡路

大震災の被害状況の分析結果による通行可能確率と，京都市内の実情を反映した沿道建物の倒壊

可能性を基に，震災時における道路通行可能確率が計算されている塚口らの研究 7)では，「道路

図 3―13 京都市本願寺水道の設置場所とケーススタディエリアの選定 
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幅員と沿道建物の倒壊を考慮した場合」には 6m以下の道路が道路通行可能確率 0.6 以下となっ

ている．そのため，本研究の対象エリアにおいても道路幅員 6m以下のリンクは震災時に閉塞さ

れ，通行が不可能になる確率が考えられる一方，WSS を整備する上でより安全面で検討するた

めに一律的に 6m以下の道路は進入及び通行ができないこととした． 

 

４－２．祇園南地区においてWSS の整備が必要な路線の検討 

これより周りの幹線道路からエリア内に進入できる道路は 30本存在するが，大震災時による

道路閉塞を考慮した場合，進入及び通行が可能となる道路は 14 本となる．この 14 本の進入・

通行可能道路における消火活動を想定する．通行が可能な道路上の消火栓は，上水道の断水によ

り使えない可能性がある．一方，大規模な震災時にも有効な消防水利と活用できる鴨川からは，

ホース最大延長 2kmの大量送水工作車を用いて各通行可能道路の進入口までに送水することが

可能である．進入口からは消防ホース延長 400mの範囲（半径約 280m：ホースの最大延長／2

×√2）で到達するため補注7，震災時にも消防隊員による消火活動が可能になると考えられる（図

3－14）．幅員が6m以上であるためエリア内での通行は可能だと想定される道路のリンクでも，

進入口から連続されないと鴨川からの消防水利が届かないことから消火活動が不可能になると

考えられるため，エリア内への進入と通行が両方可能になる道路を除くすべての道路には WSS

図 3―14 WSS の設置候補道路と，公設消防の進入・通行可能道路 
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の整備を検討する．但し，整備を検討する道路のうち 4m 以下の道路では接炎の影響から WSS

を設置しても十分に延焼を抑止することができない可能性 8)を考慮し，整備しないものとして考

えた． 

これらのことを踏まえて，市街地の延焼が跨ぐ幅員 4m超過 12m未満の道路の中で震災時の

道路閉塞によりエリア外からの公設消防が進入できず人力による消防水利が供給されにくくな

る道路を対象としてWSS を整備することとした（図 3－14中WSS 設置候補道路）． 

 

５．WSS の整備に必要な条件の検討 

５－１．WSS ノズルの散水能力設定 

本研究における WSS ノズルの性能は，大窪ら 9)により開発の途中であるため，その設計仕様

を基に検討を行った． 

木材に対する延焼抑止効果を得るためには 1.35L/m2・min の散水量が必要とされる 10)が，既

往の研究では，木造外壁材に加熱と散水を行い，WSS を基に延焼を抑止するために必要な散水

量は安全率を見込んで 2L/ m2・min としている 9)．また，高さ 10m（木造 3 階建て相当），横

幅 20mの木造町並みの全面に散水することとして，既往のノズルを組み合わせて 200m2の散水

面積を目標されている． 

対象エリアにおいてWSS の整備が必要とされる道路は，その幅員が 4～12mと散水距離が変

化するが，本研究では距離には関係なく，目標としている散水面積 200m2に 2L/ m2・min の散

水量が確保されるように設計を行い，WSS上一つのノズルより放水される流量は400 L/ min（目

標散水面積×必要散水量）とした． 

既往の研究では，伝統的な木造地区における 4～10m の散水距離からより厳しいと考えられ

る 10mへの散水距離を目標に実験を行っている 9)．目標散水面積を基にWSS ノズルを 20mの

間隔で設置を行う場合，一つのノズルから散水される角度により散水面積が重複する区間が生じ

るため，散水距離が 10m を超え 12m になっても十分な必要散水量が確保されると考えられる

（図 3－15）． 

 
図 3―15 WSS ノズルの散水距離と，道路上の設置間隔 
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５－２．本願寺水道より散水可能なWSS ノズル数の算出 

本願寺水道の再生によりケーススタディエリア内にもたらされる内径 238.8 ㎜の送水管（第 2

章）から，WSS 設置候補道路へ 150㎜の配水管を分岐することと仮定する（図 3－16）．配水管

内に流れる水の圧力損失を最小限にするために，WSS 設置候補道路を通る配水網はすべて 2 系

統以上となるようにした． 

この配水管上に 20m の間隔で WSS のノズルを配置する．供給される水量は琵琶湖疏水

（8.35m3/s）を水源としているため無限と仮定できるが，圧力面での送水能力は限界がある． 

供給される流量は水源地と対象エリアとの標高差（約 35m強）と距離（約 2㎞）によって決

まる．エリア内の送水管からWSS 散水ノズルに配水される距離と，エリア内の標高差による圧

力損失によって，送水管よりノズルへ供給可能な水は限られると考えられる．本研究では，一つ

のノズル（流量 400 L/ min）から放水される水は最大散水距離 20mを必要とされるため補注8，

同時に起動し 20mの有効水頭が確保されるノズル数の最大値と最小値を算出した．なお，管網

解析はヘーゼンウイリアムズの式を基本としている 11)． 

その結果，対象エリアに通る送水管から近いノズルに関しては最大 30 基に対して 20m の有

効水頭が確保された．一方，送水管からの配水距離が比較的に遠く，標高が高い東南部エリアで

は最小値である 18基に対して 20mの有効水頭が確保できることが明らかとなった． 

図 3―16 本願寺水道からの配水管路設定（配水管内径φ150 ㎜） 
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６．WSS の整備による延焼抑止効果の検証 

６－１．延焼シミュレーション設定の条件 

5 章と 6章を通して計画検討を行った祇園南地区におけるWSS 整備の延焼抑止効果を検証す

る．そのシミュレーションのために樋本らが開発した物理的延焼性状モデル 12)を使い，モンテ

カルロ法によって対象地域の延焼確率を算出した．シミュレーション設定の条件は以下の通りで

ある． 

京都市東山区における出火件数は 4件と算出されており，東山区全体の面積 7.46 ㎢の中で祇

園南地区（0.3068 ㎢）の面積は約 4%に過ぎないが安全側に考えてエリア内において出火が想

定される建物の数は 1件とし補注9，着火場所はランダムになることとした．計算条件は無風状態

（熱気流による温度上昇と飛び火の影響を考慮した延焼抑止のシミュレーションはできなかっ

たため）で，出火から 24時間（対象地域での延焼が端から端まで到達する時間）までとし，計

算回数は平均焼失建物数が定常状態となる 500 回とした．シミュレーションでは 500 回の計算

を通して，建物の延焼される回数を確率として算出するため，その結果でWSS 整備による延焼

抑止効果を分析することはできない（図 3－17）． 

そのためにWSS を整備してない「放任火災の場合(case1)」と，本研究で主に検討された「WSS

図 3―17 延焼シミュレーション結果（case1 放任火災の場合） 
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整備による延焼抑止効果(case2)」の結果を比較する．さらにエリア内に公設消防の到達が可能

な道路（図 3－16）ついて完全に延焼を止められることと仮定した，「WSS の整備+消防隊員に

よる消火活動の場合(case3)」も延焼計算を行った．case3 においては，消防隊が 6m超過～12m

未満の道路に進入し、本願寺水道意外の水源（鴨川など）を使って延焼抑止活動を行うものと仮

定した（その活動による延焼抑止効果は算定ができず，完全に延焼を抑止できるものと仮定した）． 

同時に散水可能なWSSノズルの数は18～30基と場所によって差があることが算出されたが，

安全面を考慮してシミュレーション上では，どの着火場所でも最小値の 18基までが起動される

こととした． 

ランダムな着火場所から建物が延焼しWSS が整備されている道路までに拡大されると，道路

を中心として反対側に横幅 20m（高さ 10m）の単位でノズルが起動される．シミュレーション

上，同時に稼働できる 18基のWSS の最大散水距離wsmaxは合計で 360mとなる（図 3－18）． 

一旦WSS のノズルが起動されると反対側の燃焼建物が焼失し延焼が止まるまで散水され，延

焼を抑止した後には他の延焼が拡大されているところのノズルが起動される．もし最大散水距離

より道路に面する延焼建物の面積が大きい場合には，散水されてない面から延焼は拡大される． 

 

６－２．延焼シミュレーションの結果 

各 case における時間変化に伴い焼失される建物数の平均をまとめた（図 3－19）． 

図 10 に示されたように本研究により検討した WSS 整備（case2）は，放任火災（case1）と

比べて，毎時間あたり延焼建物数が半分以下に収まっていることが確認できる． 

WSS に加えて消防隊員が進入することで延焼を抑止することができれば（case3）大規模な地

震火災時における焼失建物数を 100棟以下に収められる．但しこのシミュレーションの結果は，

消防隊員による消防活動は完全に延焼を抑止することと定量的に設定した理由によるものだと

考えられる． 

これらの結果，震災時の道路閉塞等の理由により十分な消火活動ができない状況下においても，

本願寺水道を水源とするWSS の整備は，ケーススタディエリア内の延焼から焼失建物数を半減

しうる一定の効果が得られることが明らかとなった． 

図 3―18 延焼シミュレーションの設定（例） 
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小結 

 本章では，京都の市街地に敷設されている本願寺水道の防災活用を検討し，大規模地震に伴う

都心部の延焼火災対策として試した結果，以下のことが明らかとなった． 

 

(1) 放任火災の場合，木防建ぺい率が 40％を超え，延焼により地区内ほとんどの建物が焼失す

る可能性が危惧される祇園南地区には，震災時に閉塞の可能性がある道路通行可能確率 0.6

以下の 6m以下の道路が存在することから，消防隊の進入による消火活動が期待できない街

路が生じる．火災の路線防御のためには自動式散水設備である WSS（延焼抑止放水システ

ム）の整備を通して本願寺水道の消防水利を活用することが可能である 

(2) WSS は現在開発中でもあるため，一つのノズルから放水時に必要される水は最大散水距離

20m（有効水頭）とし、同時に起動可能なノズルの最大数と最小数を算出した．その結果，

対象エリアに通る送水管から近いノズルに関しては最大 30基，一方で送水管からの配水距

離が比較的に遠く，祇園南地区内の標高が高い東南部エリアでは最大 18 基に対して 20m

の有効水頭が確保できることが明らかになった． 

(3) 祇園南地区に本願寺水道の配管を基にする WSS 整備の延焼抑止性は，延焼シミュレーショ

ン（田中、樋本による物理的延焼性状予測モデルの延焼シミュレーション）を通してその効

果を確認した結果，放任火災時に比べて焼失建物数が毎時約半分以下になることが明らかと

なった．本願寺水道からの給水による祇園南地区内の WSS は，放任火災と比べて毎時間あ

たり延焼建物数が半分以下に収まっていることが明らかになった． 

(4) WSS による消防に加えて，地区内に進入が可能な道路に関しては消防隊員が完全に延焼を

抑止することができれば，大規模な地震火災時における焼失建物数を 100 棟以下に収めら

図 3―19 時間変化に伴う焼失建物数（平均） 
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れることが明らかになった． 

 

 

 

補注 
1. 京都市では「京都市防災水利構想」(2002)を通して地震などの大規模災害時に想定される三段階の

火災規模（第 1段階初期小規模火災－第 2段階数等規模の火災－第 3段階大規模延焼火災）と，そ
の消火活動に必要とされる消防水利を整理している．なお，京都市消防局 (2004) 「京都市消防局
震災消防水利整備計画」では，地震時の公設消防による数棟規模の火災（第 2 段階）の対応のため
に，延焼危険度と人口密度を基に地域別の火災危険度をランク付け，対象地域に必要な量の消防水
利を算出している． 

2. 京都市では災害時に確保すべき緊急輪送道路を 1 次から 3 次までに区分して指定している 4)．三条
通や東大路通，五条通，等が該当し，十分な道路幅員を有するため，延焼遮断帯としても機能する． 

3. 延焼建ぺい率は，「木造（防火造を含む）+準耐火造の各建築面積が地区面積に占める割合」である
5)． 

4. 祇園町南側地区まちづくり協議会の活動報告書を基に推定． 
5. 京都市消防局，「京都市消防局震災消防水利整備計画」，pp.5-20，2004.では上記，補注 1 の内容通

りに延焼危険性が高い地域に必要とされる消防水利を，対象地域内における既設の消防水源や周辺
の大きな河川から引水できる可能性などで考慮している．祇園南地区は高い延焼の危険性は挙げら
れるが，不足される水量が報告されていない． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考図：図中◎は防火水槽 17基） 
 

6. 安 6)らは震災時を考慮した交通マネジメントを検討している．本研究では，通行可能率 0.6 以下の道
路の閉塞を考慮することでより厳しい災害状況を想定することとしている． 

7. 一台の消防ポンプ車当たり，一般的には 20mのホースを 10本つないだ 200mのホースを 2組使用
して消火活動にあたる．地震火災時にはその 2 組をさらにつなげることで 400m まで延長すること
が可能である． 
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8. 管網解析シミュレーションシステム PIPE-mini Win を用いて水理計算モデルを作成し，管網の解析
を行っている．なおノズル 1基の有効水頭は，空気や風による抵抗損失はないこととして，最大散
水距離 19.55m（ノズルから一番遠い壁面まで離れている距離）に満たすこととして 20mと設定し
た．（下記：参考概念図） 

 

9. 京都市，「京都市第 3次地震被害想定報告書」，p.23，京都市，2003.を参照した． 

 

 

参考・引用文献 
1) 阪神・淡路大震災調査報告編集委員会：阪神・淡路大震災調査報告 建築編‐6 火災・情報システム, 

日本建築学会 p.47，1998.10. 
2) 京都市消防局，京都大学地球環境学堂：清水地域の地域特性に応じた消火システムに関する調査研

究委託業務報告書, pp.68-70，2007. 
3) IMOTO Shunsuke ,OKUBO Takeyuki , HIMOTO Keisuke , TANAKA Takeyoshi：A Study on Installation 

planning of the "Water Shield System" -an Area-wide Water Discharge System for Protecting 
Historical Wooden City from Post-Earthquake Fire Spread -Evaluating its Effectiveness by Using the 
Fire Spread Simulation Model in the Kiyomizu area, Kyoto-，Journal of International City Planning，
pp.759-768，ISCP2010，2010. 

4) 京都市：京都市第 3次地震被害想定報告書，p.23，京都市，2003. 
5) 京都市消防局：京都市消防局震災消防水利整備計画，p.4，2004. 
6) 安隆浩，塚口博司，久下紗緒里，小川圭一：文化遺産防災のための歴史都市における災害時交通マ

ネジメントに関する研究，歴史都市防災論文集，Vol.5，pp.42-44，2011.7. 
7) 塚口博司，小川圭一，田中耕太，本郷伸和：歴史都市における道路機能障害の推定，歴史都市防災

論文集，Vol.3，pp.257-258，2009.6. 
8) 前掲書 4) pp.57-97 
9) 大窪健之，荒川昭治，菊間陽介，田中哮義，井元駿介：延焼火災から歴史街区を守る街路壁面散水

設備の開発～低負荷で効果的な Water Shield System の仕様検討～，歴史都市防災論文集 Vol.5, 
pp.117-124，2011.7. 

10) 土橋常登，田坂茂樹，吉田正友，田中哮義：加熱を受ける壁面への事前散水による延焼防止効果に
関する実験，学術講演梗概集，A-2，防火，海洋，情報システム技術，社団法人日本建築学会，pp.29-30，
2007. 

11) 今本博健，板倉忠興，高木不折：水理学の基礎 新体系土木工学 21，技報堂出版，土木学会編，pp.35-62，
2007. 

12) 樋本圭佑，田中哮義：都市火災の物理的延焼性状予測モデルの開発，日本建築学会環境系論文集，
607，pp.15-22，2006. 
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１．計画プロセス構築の方法と目的 

前章までは，歴史的な本願寺水道を再生する方法を検討し，再生する本願寺水道を消防水利と

して活用するケーススタディを通してその活用可能性を明らかとした． 

このような具体的なケーススタディを通した計画方法を一般化ができれば，少なくとも「水道」，

「水利」，「水路」，「疏水」，「用水」のキーワードに関わる水道関連の国指定文化財 190 件補注 1

の防災活用を考える保全方法の検討も可能であると考えられる．また，今までにも文化財建造物

を対象として配備された重力式放水システムは，東大寺金堂，醍醐寺金堂，五重塔，久能山東照

宮，大滝山三重塔，春日大社，日吉大社から確認ができた補注2．現状のシステムは，国宝と重要

文化財建造物のみを対象として配備されているが，境内のその他木造建造物においても元のシス

テムより防災活用することも可能であると考えられる（図 4－1）． 

本章では，本願寺水道の再生と活用を検討する一連のプロセスを整理し，歴史的な水利環境を

防災活用のための汎用的な計画プロセスを構築する．計画プロセスは，第 2 章と第 3 章第 1 節

で検討した研究内容を基に「消防水利として給水活用する計画プロセス」と，第 3 章第 2 節で

検討した研究内容を基に「市街地の延焼抑止放水システム整備の計画プロセス」の二つとして構

築を行った． 

 

 

２．消防水利として活用するための計画プロセス 

まず「歴史的な既設の水利環境」のシステムは，自然流下式もしくは独立した動力源による給

水が可能であるのか機能評価を行うべきである（第 1章での検討内容）． 

次には，文化財としての保全と防災水利としての耐震化が可能となる再生技術を基に，再生さ

れる水利における能力評価を行うべきである．なお実施工に向けた保存状況の確認は，文化財を

保全するためにも極力の非破壊検査を行う． 

消防水利として活用する計画の立案においては，まず歴史的な既設の水利環境を通して給水が

可能となる対象地域の消防水利とそれら運用を含めた既存の消防計画に関して調べる必要があ

る．その項目は「消防体制」，「消火活動の段階」，「放水設備」，「システムの耐震性」であると考

えられる．これらの既存の計画内容を基にし，初期小規模火災－数棟規模の火災－大規模延焼火

災といった第 3段階の火災規模に応じた消火活動を計画する． 

図 4―1 計画プロセスの適用が可能となる水利 
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それぞれ段階の消火活動に必要とされる放水設備の整備を検討する．本計画プロセスでは，放

水設備を動かす消火活動を想定し，1号消火栓，屋内消火栓，屋外消火栓，消火栓などによる「消

火可能範囲」に基づいてその配備を計画する．配備する放水設備に対して，歴史的な既設の水利

環境より給水することで同時に放水が可能な設備の数を算出する．同時に放水できる設備の数に

限界がある際には，地域に備えられている水源を消防水利として活用すること，もしくは新たな

消防水源を拡充する． 

上記，消防水利としての計画と評価における検討内容をフローチャートとしてまとめた計画プ

ロセスは次の図となる（図 4－2）． 

図 4―2 歴史的な水利環境を消防水利として活用するための計画プロセス 
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３．市街地延焼火災に備える延焼抑止放水システム整備の計画プロセス 

市街地延焼火災に備える延焼抑止放水システムとしての計画の立案においては，まず送水管の

沿線上に本システムの導入が必要とされる地域を選定する．幅員 12m以上の延焼遮断帯となる

道路を基に区切った市街地の中で，放任火災の場合に焼失する可能性が高い木防建ぺい率が

40％を超える地区は，システム整備の対象として検討する． 

対象地区の中では，道路幅員と大規模な地震時の沿道建物の倒壊を考慮した道路通行可能確率

が 0.6 以下の道路に加えて，0.6 超過の道路でも幹線道路からの進入から奥までの到達が不可能

となる「消防隊が到達不可能な道路」として延焼抑止放水システムの整備を検討する．整備対象

道路は 4m超過～12m未満の幅員になる． 

延焼抑止放水システムの散水ノズルは（散水流量：400L/m2min）20m 間隔で対象道路上に

配置を行い，歴史的な既設の水利環境による給水を基に対象地区内で同時に放水が可能なノズル

の数を算出する．システムの最大放水を基に対処地区内での延焼抑止効果を評価する．毎時間に

対する焼失建物数を算出し，放任火災時と算出結果と比較を行う． 

計画プロセスを構築する上で，本研究の中で検討ができなかった項目は，第 3 章第 1 節にお

ける「新たな消防水源拡充」と第 3 章第 2 節における「水源を拡充して給水を補助」の内容で

ある．本願寺水道の防災活用プロセスの中では，ケーススタディエリア全域に整備を検討したす

べての放水設備に消防水利を給水することは一部限界があったことから，地域の水源である河川

や，堀水も消防水利として活用することを検討した．もし地域に備えられている水源を用いても

消防水利が不足される場合には，新たな水源を拡充する必要があると考えられる． 

上記，市街地延焼対策としての整備と評価における検討内容をフローチャートとしてまとめた

計画プロセスは次の図となる（図 4－3）． 
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小結 

 上記のように本願寺水道の防災活用のために検討した二つのケーススタディを基に、歴史的な

消防水利を防災活用する計画プロセスを汎用化へ向けて整理することができた． 

 

 

 

補注 
1. 国指定文化財から「水道」，「水利」，「水路」，「疏水」，「用水」のキーワードを基に検索を行った結

果，190 件の文化財を抽出できた．本リストの中には水道記念館といった建造物も挙げられるが，
総合的な水道施設として捉えて水利環境として活用が可能なものと考えられる． 

2. 東大寺金堂に関しては益田兼房氏（立命館大学 歴史都市防災研究所 客員研究員，元文化庁建造物課）
のヒアリング調査と李の調査研究 1)より確認した．醍醐寺金堂と五重塔は防災施設強化工事図面 2)よ

図 4―3 市街地延焼火災に備える延焼抑止放水システム整備の計画プロセス 
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り，久能山東照宮 3)，大滝山三重塔 4)，春日大社 5)，日吉大社 6)はそれぞれにおける防災設備工事報告
書を基にその重力式防災水利を確認した． 

 
 

参考・引用文献 
1) 李明善：文化財建造物防火史に関する基礎的研究，歴史都市防災論文集，Vol.1，pp.88-91，立命館

大学，2007.6. 
2) 杉山隆建築設計事務所：総本山醍醐寺国宝醍醐寺五重塔ほか 10棟緊急防災施設強化工事完成図：沢

部消火配管境内埋設配管・消火設備，2002. 
3) 重要文化財久能山東照宮（建造物）防災工事実施委員会：重要文化財久能山東照宮（建造物）防災

施設工事報告書，1973. 
4) 重要文化財大滝山三重塔防災施設工事委員会：重要文化財大滝山三重塔防災施設保存修理工事報告
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１．本研究で得られた知見 

１－１．本願寺水道の耐震化再生の可能性（第２章） 

第 2 章では，大規模な地震火災時にも断水しない送水管として本願寺水道を現代に再生する

技術の検討を行った．既設の本願寺水道の配置に適した管更生工法の検討と，その実施可能性を

検証するために管内の検査を行い，次のような知見が得られた． 

 

(1) 東本願寺に収蔵されている設計図や実測図と文献，2002 年の実測調査により明らかになっ

た 16か所の本願寺水道の実測図を基に，本願寺水道の配置を確認した． 

(2) 東本願寺から近い管路には，かつて東本願寺前の噴水，堀の水，東本願寺の別院である渉成

園の池に枝管が分岐され本願寺水道より水が注がれていた．また四条大和大路通交差点から

東大路通と白川の交差点に至る管路にも，かつて大谷祖廟への枝管が併設されている．この

ことから将来的に少なくともこれらの枝管への分岐を含めた利用と，その間の区間となる伝

統的な町家の密集する祇園南地区での防災活用の可能性も考慮して，この範囲では，分岐が

可能となるパイプインパイプ工法での再生が必要であることが明らかになった． 

(3) 一方で当該区間より上流となる水源地から東大路通と白川の交差点までの区間ではできる

だけ多くの水量を確保することが必要となるが，クローズフィット工法での再生は，既設管

内に密着され内径は縮小するものの鋳鉄管の既設管より流速計数が高くなることで流量が

増す．これらのことから，本願寺水道の再生には二種類の管更生工法による組み合わせが適

していることが明らかになった． 

(4) 二種類の管更生工法により再生した場合の本願寺水道の送水能力を計算した結果，5.4m3/

分の流量が得られた．現状本願寺水道の漏水個所を直すなど最小限の修復を行うことを仮定

し，築 70 年以上が経つ鋳鉄管をそのまま利用した場合，3.5m3/分の流量が得られたため，

管更生工法により再生する本願寺水道は，送水能力面で現状に比べてより多くの流量が得ら

れることが明らかになった． 

(5) 上述の再生技術に対して実際の施工可能性を検討するため，本願寺水道の管路診断を行った．

X線による非破壊検査で投影されたフィルムを基に，管路の上流部として代表される白川橋

下の管路と下流部として代表される渉成園北の管路の管内腐食状況を比較した．その結果，

上流部に比べて下流部の管路の検査を通して錆こぶと腐食である鱗模様と黒い斑点が多く

検出され，劣化がより酷いことが明らかになった 

(6) 試掘された配管を対象に人力による簡易式の洗浄作業を通して管内の錆を落すことができ

たため管更生工法の施工が可能であることが明らかになった．  

 

管更生工法による耐震化再生工法は，既設の鋳鉄管内に新しく耐震性の高いポリエチレン管を

通すため，明治期から残る既存の管路を保全し，本願寺水道の管路が持つ文化遺産としての価値

を継承することが可能となる．また，管路沿線の防災水利が必要とされる市街地への分岐配管が
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可能な工法も選択できる．非破壊 X 線検査と管内カメラ調査の結果を通しては管路全体の腐食

程度を推定し，簡易式洗浄作業の結果から本管更生工法の実施は可能であると考えられるために，

本願寺水道を耐震化消防水利として再生することが可能であることを明らかとした． 

 

１－２．再生する本願寺水道の消防水利として活用可能性（第３章） 

第３章では，本願寺水道の地域を含めた消防水利としての潜在能力を探るために二つのケース

スタディを行い，重力圧送式の消防水利システムによる給水能力を試算し，大規模延焼火災対策

として活用した際の有効性を明らかにした． 

 

（１）既存の消防計画への支援給水 

 かつて本願寺水道からの水利を防災水源としていた東本願寺と，付近の震災時に消防水利が他

地区と比較して不足すると想定されている下・上錫屋町周辺を対象として，3段階の火災規模に

対して消防に必要とされる給水能力を明らかにした．必要とされる給水能力に対して本願寺水道

を水源にする消防水利の運用可能性を検討し，次のような知見が得られた． 

 

(1) 東本願寺境内における防災設備の設計担当者へのヒアリングを行い，既設の消防設備の仕様

を確認することで消防水利システム運用時の必要な水量を明らかにした．現状，境内の消防

水利システムは 1基の防火水槽（227m3）より給水され 50分間の放水を想定している一方

で，通常火災から大規模延焼火災と危惧される 3段階の火災時は 50分以上の消防活動時間

が必要とされるため不安が残る． 

(2) かつて境内の防火水槽までに給水されていた本願寺水道の境内配管を再生し，バイパス管と

して消防設備の送水管に直結することで，現状防火水槽のみである一系統の防災水利設備は

二系統の給水システムとして運用が可能になることを明らかとした． 

(3) 本願寺水道により東本願寺境内に供給可能な最大 5.4m3/分の流量による給水を通して，境

内 3基の加圧送水設備（ポンプ）の中２基分に当たる消防設備の運用が可能である．本願寺

水道の消防水利を基に，境内の防火水槽の 227 m3の水を残り 1基分の消防設備へ給水する

ことで，より安定的な消防水利の運用が可能になることが明らかになった． 

(4) 下・上錫屋町を対象として 3段階の火災規模の消防に必要な整備と方法を検討し，東本願寺

と両方を対象として，同時給水の可能性を明らかにした． 

(5) （第一段階）初期小規模火災時の消防のために，下・上錫屋町には易操作性 1号消火栓の整

備を検討した結果，地区内全ての街路において消防水利を有するためには，最大 28基の易

操作性 1号消火栓が必要とされることが明らかとなった．本願寺水道から東本願寺境内への

給水を優先すると，下・上錫屋町における同時に起動可能な易操作性 1 号消火栓の数は 12

基と限られることが明らかになった． 

(6) （第二段階）数棟規模火災時の消防のために，東本願寺では自衛消防隊により屋内，屋外消

火栓を操作する消火活動と，スプリンクラーによる自動散水消火が行われる．これと同時に
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下・上錫屋町は 1m3/分の放水量を持つ消火栓の 40分放水を想定し，2基以上使える環境を

整える必要がある．本願寺水道からは境内で想定される消火活動に充当する流量と，下・上

錫屋町での消火栓 1基に充当する流量に対して給水が可能であることが明らかになった．  

(7) （第三段階）大規模延焼火災時の消防のために，東本願寺では延焼防止のために水幕を張る

ドレンチャーの放水に必要される流量（3.18m3/分）を本願寺水道より給水可能である．同

時に境内の放水銃の放水に必要とされる流量（3.2m3/分）は本願寺水道からの給水では圧力

が十分でないことが明らかとなった．第三段階では境内の防火水槽の水も給水するものとす

れば，下・上錫屋町においても，本願寺水道の余力で 1基の消火栓に給水が可能であること

が明らかになった． 

  

（２）都心内の延焼火災対策を目的とする放水システム 

第 2 節では，本願寺水道の沿線上で延焼火災の被害が危惧される祇園南地区を対象として，

本願寺水道の給水による対策を検討した．特に（第三段階）大規模延焼火災時には道路閉塞など

の理由により公設消防による消火活動が不能になる可能性がある地区内の道路を抽出し， WSS

（延焼抑止放水システム）の整備を検討することで，次のような知見が得られた． 

 

(1) 放任火災の場合，木防建ぺい率が 40％を超え，延焼により地区内ほとんどの建物が焼失す

る可能性が危惧される祇園南地区には，震災時に閉塞の可能性がある道路通行可能確率 0.6

以下の 6m以下の道路が存在することから，消防隊が進入および到達できず消火活動が期待

できない街路が生じる．火災の路線防御のためには自動式散水設備である WSS（延焼抑止

放水システム）の整備を通して本願寺水道の消防水利を活用することが可能である． 

(2) WSS は現在開発中でもあるため，一つのノズルから放水時に必要される水は最大散水距離

20m（有効水頭）とし，同時に起動可能なノズルの最大数と最小数を算出した．その結果，

対象エリアに通る送水管から近いノズルに関しては最大 30基，一方で送水管からの配水距

離が比較的に遠く，祇園南地区内の標高が高い東南部エリアでは最大 18 基に対して 20m

の有効水頭が確保できることが明らかになった． 

(3) 祇園南地区に本願寺水道の配管を基にする WSS 整備の延焼抑止性は，延焼シミュレーショ

ン（田中，樋本による物理的延焼性状予測モデルの延焼シミュレーション）を通してその効

果を確認した結果，本願寺水道からの給水による祇園南地区内の WSS は，放任火災と比べ

て毎時間あたり焼失建物数が半分以下に収まっていることが明らかになった． 

(4) WSS による消防に加えて，地区内に進入が可能な道路に関しては消防隊員が完全に延焼を

抑止することができれば，大規模な地震火災時における焼失建物数を 100 棟以下に収めら

れることが明らかになった． 

 

 二つのケーススタディを通して，各対象地域における消防水利としての本願寺水道の有効性を

明らかとした．琵琶湖疏水を水源としているために給水量に限界はないが，送水圧力に限界があ
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るため同時に放水できる消防設備の数が限られる一方で都市防火に対して一定の有効性がある

ことが明らかになった． 

 

２．結論（第４章） 

これらの知見を基に，第４章では本願寺水道の再生と活用を検討する一連のプロセスを整理し，

歴史的な既設の水利環境を防災活用のための汎用的な計画プロセスを構築した． 
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以上，本論文の各章における検討事項を基に，歴史的な水利環境の防災活用を目指した計画プ

ロセスを構築した．第 1 章を基には「大規模地震火災の対策として給水が可能なシステムであ

ること」、第 2章を基には「歴史的な価値を保全すること，現状より能力が増すこと，再生工法

の実施が可能であること」，第 3章第 1節を基には「第 3段階の消防計画における消防水利とし

て活用するプロセス」，第 3章第２節を基には「消防隊による消防活動が困難とされ，延焼火災

の恐れがある市街地を対象とする延焼抑止放水システムとして活用するプロセス」として整理す

ることが可能であった．以上、本願寺水道の防災活用プロセスから，汎用化を目指して構築した

計画プロセスを持って本研究の結論とする． 
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環境防災水利としての本願寺水道の再生を目指して 

 

筆者が，本研究の主人公である「本願寺水道」に出会ったきっかけは 2009 年度の文化遺産防

災アイデアコンペティションである．立命館大学 GCOE「歴史都市を守る『文化遺産防災学』推

進拠点」（2008～2012）により主催・開催された，文化遺産を重心とした都市の防災をテーマ

とするアイデア設計競技の第一回目は「東本願寺とその周辺地域」が対象であった 1)．本コンペ

ティションでは 2008 年から送水を停止した「本願寺水道」を再生活用するアイデアが求められ，

結果的に全国の大学生より夢あふれる作品が募集された．筆者も応募者の一人であり，東本願寺

前の緑地帯には歴史的な防災遺産である本願寺水道を眺められるアンダーパス，寺内町には再生

する本願寺水道の水を流す小水路を設計した． 

これからも 100 年以上前に建設された明治期の技術を現代に再生するために，まず着目した

のは，本コンペティションの共催者であり，目に見えない防災遺産を一般に知らせるために

2004 年から活動 2)している「東本願寺と環境を考える市民プロジェクト」である．本願寺水道

から水が注がれていた東本願寺周りのお堀水を用いたバケツリレーの企画や，本願寺水道市内送

水管 4.6kmのルートを辿るウォーキングイベントなどの企画を行っている．2010 年からは本市

民団体と東本願寺，筆者の所属している歴史都市防災研究室，NPO 災害から文化財を守る会・

技術部会共同の「本願寺水道再生研究会」を発足し，現在までに至っている． 

本願寺水道再生研究会を通しては，2011 年度，2012 年度の二回にかけて本願寺水道の再生

意義とその活用可能性に関する報告書を執筆し，東本願寺へと提出した．これらの活動はマスコ

ミからの取材などのきっかけもあり，京都市河川整備課や京都市上下水道局，下京区役所などの

行政機関からも注目されている．現在は，本願寺水道を再生する場合の「水」をどのように使っ

ていくのかを検討している段階であり，東本願寺前（烏丸通）緑地帯とお堀を一体とする防災緑

地公園としてリノベーションし，その水源として活用することを構想している（写真 6－1）．現

状 4000m2を超える緑地帯とお堀の水辺，歩道を一体化する公園は 7000m2以上の敷地を防災

拠点として活用することが可能となる．また，歴史都市京都を訪れる玄関である京都駅から徒歩

5分（約 300m）圏内にあることから，大規模な地震災害後の帰宅困難者の一時的な避難場所と

写真 6―1 防災緑地公園の構想（写真の上に加筆） 写真 6―2 公園内蓮型噴水（武田五一作）
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しても期待できる．本願寺水道の水を緑地公園の水として使うことは，本来であれば非常時のみ

に使う消防水利を日常からも活用し維持管理も可能となる．よみがえる「水」と「緑」再利用の

組み合わせで，かつて本願寺水道より給水されていた東本願寺前の蓮型噴水（写真 6－2）とお

堀も本来のせせらぎを取り戻すことにもなる． 

そもそもこの「本願寺水道の再生プロジェクト」は，歴史都市を守る「環境防災水利構想」か

ら始まったものである．環境防災水利とは「風土に備わる自然水利を活かすことを通じて，歴史

に磨かれ，環境面でも優れた性能を持つ日本の伝統的木造文化を，地域市民の参加を含めて地震

などの万一の災害による大規模火災から守り，平常時からも利用できる豊かな水のある美しく安

全な地域環境を実現すること」3)を目的としている．日本を代表する木造文化都市である京都を

大規模な地震火災より守るため，「災害時にも断水することのない」地域固有の自然水利を活用

した水利環境の整備を目指している． 

将来的には，歴史都市京都ならではの「水利環境の整備」を構想してみる．本願寺水道を再生

することで東本願寺と西本願寺を結び，現在は枯れている西本願寺のお堀にもせせらぎを復活さ

せる．2009 から再び流れを戻した「堀川」とも繋ぎ合せ，現状は地下水や上水道により給水し

ている公園の池や，世界遺産東寺の堀と池へと循環する水環境を備える．最終的には西高瀬川も

しくは高瀬川へと合流させることで鴨川に放流され，循環する水環境を整えることが可能となる． 

 

参考・引用文献 
1) 立命館大学グローバル COE「文化遺産防災学」推進拠点文化遺産防災アイデアコンペティション実

行委員会：歴史都市を守る歴史都市をつくる－第一回文化遺産防災アイデアコンペティション，建
築ジャーナル，2010. 

2) 摩場美紀：東本願寺防災ワークショップレポートお堀の水でバケツリレー，情報ネット，NPO 法人
災害から文化財を守る会，p.7，2010. 

3) 大窪健之，小林正美，土岐憲三：地震火災から木造文化を守る「環境防災水利」の整備計画に関す
る研究，日本建築学会総合論文集，No.2，pp.88-94，日本建築学会，2004.2. 

図 6―1 水利環境整備構想 
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＊ 

 

本研究は，立命館大学 GCOE「歴史都市を守る『文化遺産防災学』推進拠点」，「2011年度近畿建設協議

会研究補助金」，私立大学戦略的研究基盤形成支援事業「文化遺産を核とした観光都市を自然災害から守る

ための学術研究拠点」，歴史都市防災研究所「研究施設運営支援（防災技術）」に基づく研究成果の一部で

あります．ここに記して謝意を申し上げます． 

今日までに賜りました恩恵は，歴史都市と美しい文化を守る研究者として，これからは社会へ還元致し

ます． 

 

2014 年 2月 金 度源（KIM DOWON） 
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文化遺産リスト 

本願寺水道の現状把握に関わる検討資料（写真，図面，新聞記事） 

本願寺水道再生に掛かるコスト・管更生工法 

管内検査の結果 
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水理計算の設定条件・結果 

  文化財種類 名称 棟名 時代 

消防 

1 登録有形文化財(建造物) 旧鶴岡町消防組第八部消防ポンプ庫   大正 

2   旧大阪市中央消防署今橋出張所（今橋ビルヂング）   大正 

3   智頭消防団本町分団屯所   昭和前 

4   四国村潟元消防組第四部新馬場消防屯所   大正 

防火 

5 登録有形文化財(建造物) 高龍寺防火塀   明治 

6   黒沢治助商店防火塀   大正 

7   荻野家住宅防火壁   大正 

8   佐野家住宅防火壁   明治 

9   中野金物店防火壁   大正 

10   旧陸軍知覧飛行場防火水槽   昭和前 

水道 

11 国宝・重要文化財(建造物) 旧大湊水源地水道施設 乙水槽 明治 

12     第一引入口 明治 

13     沈澄池堰堤 明治 

14 登録有形文化財(建造物) 米内浄水場水道記念館   昭和前 

15 国宝・重要文化財(建造物) 藤倉水源地水道施設 堰堤 明治 

16     管理橋 明治 

17     放水路 明治 

18 登録有形文化財(建造物) 水戸市水道低区配水塔   昭和前 

19   宇都宮市水道戸祭配水場配水池   大正 

20   宇都宮市水道今市水系第六号接合井   大正 

21   宇都宮市水道資料館（旧管理事務所）   大正 

22   緑町配水場水道計量室   昭和前 

23   緑町配水場水道山記念館（旧事務所）   昭和前 

24   桐生市水道局高区配水池   昭和前 

25   桐生市水道局高区量水室   昭和前 

26   桐生市水道局低区配水池   昭和前 

27   桐生市水道局低区量水室   昭和前 

28   桐生市立西公民館機械室（旧水道倉庫）   昭和前 

29   桐生市立西公民館本館（旧水道事務所）   昭和前 

30   水道山記念館（旧配水事務所）   昭和前 
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31   水道資料館（元宿浄水場旧事務所）   昭和前 

32   前橋市水道資料館（旧浄水構場事務所）   昭和前 

33   千葉県水道局千葉高架水槽   昭和前 

34   横須賀市上下水道局逸見浄水場ベンチュリーメーター室   大正 

35   横須賀市上下水道局逸見浄水場緩速ろ過池調整室Ⅰ   大正 

36   横須賀市上下水道局逸見浄水場緩速ろ過池調整室Ⅱ   大正 

37   横須賀市上下水道局逸見浄水場緩速ろ過池調整室Ⅲ   大正 

38   横須賀市上下水道局逸見浄水場緩速ろ過池調整室Ⅳ   大正 

39   横須賀市上下水道局逸見浄水場配水池西入口   大正 

40   横須賀市上下水道局逸見浄水場配水池東入口   大正 

41   横須賀市水道局走水水源地鉄筋コンクリート造浄水池   明治 

42   横須賀市水道局走水水源地煉瓦造貯水池   明治 

43   横浜市水道局青山水源事務所旧青山取水口   明治 

44   横浜市水道局青山水源事務所旧青山沈殿池   明治 

45   旧横浜居留地煉瓦造下水道マンホール   明治 

46   亀田町上水道高架水槽   昭和前 

47   三条市水道局大崎浄水場１号・２号及び３号緩速ろ過池   昭和前 

48   三条市水道局大崎浄水場旧番宅   昭和前 

49   三条市水道局大崎浄水場事務室棟   昭和前 

50   三条市水道局大崎浄水場取水ポンプ場ポンプ室   昭和前 

51   三条市水道局大崎浄水場取水ポンプ場門   昭和前 

52   三条市水道局大崎浄水場洗砂場   昭和前 

53   三条市水道局大崎浄水場送水ポンプ室   昭和前 

54   三条市水道局大崎浄水場着水井（送水井）   昭和前 

55   三条市水道局大崎浄水場調整池   昭和前 

56   三条市水道局大崎浄水場配水池   昭和前 

57   三条市水道局大崎浄水場門   昭和前 

58   三条市水道局大崎浄水場量水器室   昭和前 

59   水道タンク   昭和前 

60   福井市水道記念館（旧足羽揚水ポンプ場）   大正 

61   旧岡谷上水道集水溝   昭和前 

62   上野市上水道水源地送水機関室   昭和前 

63 国宝・重要文化財(建造物) 舞鶴旧鎮守府水道施設 岸谷川上流支流砂防堰堤 明治 

64     旧岸谷川上流本流取水堰

堤 

明治 
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65     旧岸谷川上流支流取水堰

堤 

明治 

66     旧接合井 明治 

67     岸谷川下流取水堰堤 大正 

68     旧第一配水池 明治 

69     旧第二配水池 明治 

70     与保呂川支流砂防堰堤 明治 

71     桂取水堰堤 明治 

72     桂量水堰堤 明治 

73 登録有形文化財(建造物) 水道記念館（旧柴島浄水場送水ポンプ場）   大正 

74   旧神戸居留地煉瓦造下水道   明治 

75   神戸市水道局烏原立ケ畑堰堤（烏原ダム）   明治 

76   神戸市水道局千苅堰堤（千苅ダム）   大正 

77 国宝・重要文化財(建造物) 布引水源地水道施設 布引水路橋（砂子橋） 明治 

78     雌滝取水堰堤 明治 

79     谷川橋 大正 

80     五本松堰堤 明治 

81     放水路隧道 明治 

82     締切堰堤 明治 

83     分水隧道 明治 

84     分水堰堤附属橋 明治 

85     分水堰堤 明治 

86 国宝・重要文化財(建造物) 旧美歎水源地水道施設 量水器室 昭和 

87     五号濾過池 昭和 

88     接合井 大正 

89     四号濾過池 大正 

90     三号濾過池 大正 

91     二号濾過池 大正 

92     一号濾過池 大正 

93     貯水池堰堤 大正 

94     美歎川上流量水堰 大正 

95     通リ谷量水堰 大正 

96 登録有形文化財(建造物) 呉市水道局宮原浄水場低区配水池   明治 

97   呉市水道局三永水源地堰堤   昭和前 

98   呉市水道局二河水源地取入口   明治 
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99   呉市水道局平原浄水場低区配水池   大正 

100 国宝・重要文化財(建造物) 本庄水源地堰堤水道施設 第一量水井 大正 

101     堰堤 大正 

102     丸井戸 大正 

103 登録有形文化財(建造物) 下関市水道局高尾浄水場４号円形濾過池   明治 

104   下関市水道局高尾浄水場４号円形濾過池付設調節井   明治 

105   下関市水道局高尾浄水場着水井   明治 

106   下関市水道局高尾浄水場配水池   明治 

107   下関市水道局水道資料室（旧日和山浄水場事務所）   昭和前 

108   下関市水道局内日第２貯水池溢水隧道入口   昭和前 

109   下関市水道局内日第一貯水池取水塔   明治 

110   下関市水道局内日第二貯水池取水塔   昭和前 

111   下関市水道局内日貯水池事務所   明治 

112   山口市水道局電気室（旧宮島水源地ポンプ室）   昭和前 

113   徳島市水道局佐古配水場ポンプ場   大正 

114   徳島市水道局佐古配水場源水井   大正 

115   徳島市水道局佐古配水場集合井   大正 

116   高松市水道資料館ＰＲ館（旧事務室）   大正 

117   高松市水道資料館歴史館（旧ポンプ室）   大正 

118   熊本市水道記念館（旧八景水谷貯水池ポンプ場）   大正 

119   豊後水道海事博物館（旧水ノ子島灯台吏員退息所）   明治 

120   豊後水道海事博物館塀（旧水ノ子島灯台吏員退息所塀）   明治 

水利 

121 国宝・重要文化財(建造物) 白水溜池堰堤水利施設 主堰堤 昭和 

122     副堰堤 昭和 

水路 

123 登録有形文化財(建造物) 旧島守発電所余水路   大正 

124 国宝・重要文化財(建造物) 藤倉水源地水道施設 放水路 明治 

125 登録有形文化財(建造物) 花貫川第一発電所第 3 号水路橋（めがね橋）   大正 

126   賀美発電所放水路及び余水路   大正 

127   小里川発電所放水路   大正 

128   小里川発電所余水路   大正 

129 国宝・重要文化財(建造物) 石岡第一発電所施設 水槽余水路 明治 

130     第二号水路橋 明治 

131     第一号水路橋 明治 
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132 登録有形文化財(建造物) 石岡第二発電所余水路   大正 

133   徳田発電所放水路   大正 

134   徳田発電所余水路   大正 

135 国宝・重要文化財(建造物) 那須疏水旧取水施設 導水路及び余水路 明治 

136 登録有形文化財(建造物) 西野谷用水路   大正 

137 国宝・重要文化財(建造物) 富岩運河水閘施設（中島閘門） 放水路 昭和 

138 登録有形文化財(建造物) 駒橋発電所落合水路橋   明治 

139   鹿留発電所うそぶき水路吐口部   大正 

140   鹿留発電所うそぶき水路呑口部   大正 

141 国宝・重要文化財(建造物) 八ツ沢発電所施設 第一号水路橋 明治 

142     第四号水路橋 明治 

143     第二号水路橋 明治 

144     水槽余水路 明治 

145     第三号水路橋 明治 

146     大野調整池余水路 大正 

147 国宝・重要文化財(建造物) 牛伏川本流水路（牛伏川階段工）   大正 

148 登録有形文化財(建造物) 己り地沢石張水路工   明治 

149   滝の下沢石張水路工   明治 

150 国宝・重要文化財(建造物) 読書発電所施設 柿其水路橋 大正 

151 登録有形文化財(建造物) 富吉沢石張水路工   明治 

152   薬師沢石張水路工   明治 

153 国宝・重要文化財(建造物) 旧八百津発電所施設 余水路 明治 

154 登録有形文化財(建造物) 長良川発電所下須原谷水路橋   明治 

155   長良川発電所第二沈砂池排水路暗渠   明治 

156   長良川発電所湯之洞谷水路橋   明治 

157   長良川発電所日谷水路橋   明治 

158   長良川発電所余水路横断橋   明治 

159 国宝・重要文化財(建造物) 布引水源地水道施設 布引水路橋（砂子橋） 明治 

160     放水路隧道 明治 

161 登録有形文化財(建造物) 小田井灌漑用水路小庭谷川渡井   明治 

162   小田井灌漑用水路中谷川水門   明治 

163   小田井灌漑用水路木積川渡井   大正 

164   小田井灌漑用水路龍之渡井   大正 

165   奥津発電所一号水路橋   昭和前 

166   奥津発電所三号水路橋   昭和前 
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167   奥津発電所四号水路橋   昭和前 

168   上斎原発電所池河川水路沈砂池   昭和前 

169   上斎原発電所天王川水路沈砂池   昭和前 

170   洞松寺水路石垣及び石橋   明治 

171   平作原発電所恩原貯水池堰堤余水路   昭和前 

172   平作原発電所幹線水路沈砂池   昭和前 

173   天山酒造旧精米所立型水車及び水路   昭和前 

174 国宝・重要文化財(建造物) 三角旧港（三角西港）施設 東排水路 明治 

175     西端排水路 明治 

176     西排水路 明治 

177     後方水路 明治 

178 登録有形文化財(建造物) 橋詰水路橋   江戸 

179   真宗大谷派四日市別院石橋及び水路石垣   江戸 

180   享保水路井堰   明治 

181   享保水路太鼓橋   明治 

疏水 

182 登録有形文化財(建造物) 安積疏水麓山の飛瀑   明治 

183 国宝・重要文化財(建造物) 那須疏水旧取水施設 西水門 明治 

184     導水路及び余水路 明治 

185     東水門 明治 

186 史跡名勝記念物 琵琶湖疏水   明治 

用水 

187 登録有形文化財(建造物) 二ヶ領用水久地円筒分水 土木構造物 昭和前 

188 史跡名勝記念物 辰巳用水 

 附土清水塩硝蔵跡 

    

189 史跡名勝記念物 堀川用水及び朝倉揚水車     

190 重要文化的景観 通潤用水と白糸台地の棚田景観     

東本願寺 

190 登録有形文化財(建造物) 真宗本廟東本願寺阿弥陀堂   明治 

191   真宗本廟東本願寺阿弥陀堂門   明治 

192   真宗本廟東本願寺阿弥陀堂門南側築地塀   明治 

193   真宗本廟東本願寺菊の門   明治 

194   真宗本廟東本願寺菊の門北側築地塀   明治 

195   真宗本廟東本願寺玄関門   明治 

196   真宗本廟東本願寺玄関門北側築地塀   明治 
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197   真宗本廟東本願寺御影堂   明治 

198   真宗本廟東本願寺御影堂門   明治 

199   真宗本廟東本願寺御影堂門南側築地塀   明治 

200   真宗本廟東本願寺御影堂門北側築地塀   明治 

201   真宗本廟東本願寺鐘楼   明治 

202   真宗本廟東本願寺造合廊下   明治 

203   真宗本廟東本願寺大玄関   江戸 

204   真宗本廟東本願寺大寝殿   明治 

205   真宗本廟東本願寺二筋廊下   明治 

※国指定文化財等データベースを基に作成（文化庁）

http://kunishitei.bunka.go.jp/bsys/index_pc.asp（2013 年 12 月参照） 
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※本願寺水道の現状把握に関わる検討資料（写真，図面，新聞記事）は全て東本願寺様よりご提

供を頂いた． 

 

出典 

P77 写真 1 噴水防火大試験（1897 年）：東本願寺旧教学研究所倉庫，両再 206-24 

P78 図 1 大師堂側面縮図：東本願寺旧教学研究所倉庫，両再 208-26-3 

P79 図 2 大谷派本願寺火防用引水路線略図：東本願寺旧教学研究所倉庫，両再 152-2 

P80 図 3 真宗大谷派本願寺大谷別院測量図：東本願寺旧教学研究所倉庫，両再 207-14 

 

 

 

 
 

写真 1 噴水防火大試験（1897 年） 

 

※本写真を通して，御影堂（大師堂：高さ約 38m）の軒下までに放水できる建設当時（1897 年）

の性能を推定することができる．（当時，五条大橋あたりの配管に不具合があったので，七割程

度の水圧を得られたと記録が残る） 
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図 1 大師堂側面縮図 

 

※本写真には，東本願寺境内へ設置された放水設備（ドレンチャー、放水銃）の設計仕様を確認

できる． 
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図 2 大谷派本願寺火防用引水路線略図 
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図 3 真宗大谷派本願寺大谷別院測量図 

※本願寺水道市街地送水管から（四条通祇園交差点辺りからだと推定）円山公園－大谷祖廟への

分岐配管を確認できる図面（図中の赤線） 
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図 4 本願寺水道埋設現況図（図中赤線は配管：筆者加筆） 
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新聞記事 1 京都新聞（昭和 54 年 1 月 24 日） 

※境内の放水設備（ドレンチャー，放水銃）への水供給が止められたことを確認可能． 
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新聞記事 2 日本経済新聞（2002 年 4 月 30 日） 

※腐食（老朽化）の原因について言及されている． 
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新聞記事 3 中日新聞（2008 年 12 月 9 日） 

※送水が完全に止められたことを確認可能． 
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実測図 13 
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実測図 15 
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写真 1 水源池（蹴上：琵琶湖疏水船溜） 

写真 3 菊屋橋下の送水管 

写真 2 白川橋下の送水管 

写真 4 五条大橋下の送水管          写真 5 高瀬川アンダーパスの送水管 

 

 

目視調査が可能な本願寺水道関連施設 
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工
法

敷
設

替
工

法
（
修

復
）

パ
イ

プ
イ

ン
パ

イ
プ

工
法

ク
ロ

ー
ズ

フ
ィ

ッ
ト

工
法

内
容

内
容

内
容

使
用

管
材

フ
ラ

ン
ス

ク
エ

ー
ジ

水
道

会
社

製
鋳

鉄
管

日
本

水
道

協
会

規
格

及
び

配
水

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
パ

イ
プ

シ
ス

テ
ム

協
会

規
格

で
あ

る
「
水

道
配

水
用

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

管
」
を

使
用

工
場

に
て

J
IS

規
格

に
準

拠
し

て
製

造
さ

れ
た

高
密

度
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

を
更

生
材

と
し

て
使

用

①
接

続
方

法

鋳
鉄

製
の

継
手

で
接

合
す

る
。

溶
接

接
合

、
フ

ラ
ン

ジ
接

合
・
管

路
全

て
を

一
体

化
す

る
こ

と
が

可
能

既
設

管
に

挿
入

す
る

範
囲

は
管

同
士

を
付

き
合

わ
せ

て
接

合
す

る
バ

ッ
ト

融
着

を
基

本
と

す
る

。
バ

ッ
ト

融
着

後
に

発
生

す
る

ビ
ー

ド
（
樹

脂
の

は
み

出
し

）
は

切
削

す
る

た
め

、
既

設
管

内
面

の
段

差
に

ひ
っ

か
か

る
恐

れ
は

極
め

て
少

な
い

。
立

坑
内

で
の

ス
パ

ン
間

の
接

合
は

E
F
継

手
を

使
用

す
る

こ
と

に
よ

っ
て

、
管

路
全

て
を

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

で
一

体
化

す
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る

。

既
設

管
に

挿
入

す
る

範
囲

は
管

同
士

を
付

き
合

わ
せ

て
接

合
す

る
バ

ッ
ト

融
着

を
基

本
と

す
る

。
バ

ッ
ト

融
着

後
に

発
生

す
る

ビ
ー

ド
（
樹

脂
の

は
み

出
し

）
は

切
削

す
る

た
め

、
既

設
管

内
面

の
段

差
に

ひ
っ

か
か

る
恐

れ
は

極
め

て
少

な
い

。
立

坑
内

で
の

ス
パ

ン
間

の
接

合
は

金
属

製
の

継
手

で
接

合
す

る
。

異
種

管
と

の
接

合
は

専
用

継
手

（
ラ

イ
ナ

ー
グ

リ
ッ

プ
）
を

用
い

た
フ

ラ
ン

ジ
接

合
で

あ
る

。

②
分

岐
方

法
チ

ー
ズ

分
岐

を
行

う
こ

と
が

可
能

で
あ

る
。

一
般

の
水

道
管

と
同

様
に

チ
ー

ズ
分

岐
、

サ
ド

ル
分

岐
を

行
う

こ
と

が
可

能
で

あ
る

。
た

だ
し

、
非

開
削

で
分

岐
作

業
が

出
来

な
い

た
め

、
分

岐
は

立
坑

内
で

行
う

か
ま

た
は

掘
削

が
必

要
で

あ
る

。
φ

3
0
0
に

つ
い

て
は

サ
ド

ル
分

岐
継

手
は

な
い

。
分

岐
が

必
要

な
場

合
は

、
専

用
の

変
換

継
手

で
他

種
管

に
変

換
し

た
後

、
他

種
管

で
チ

ー
ズ

分
岐

、
サ

ド
ル

分
岐

を
行

う
こ

と
が

可
能

で
あ

る
。

③
構

造
面

（
内

圧
・
外

圧
）

既
設

管
で

あ
る

鋳
鉄

管
は

内
圧

お
よ

び
外

圧
に

対
し

て
十

分
な

強
度

を
有

す
る

。
（
一

般
的

に
樹

脂
製

パ
イ

プ
よ

り
内

圧
外

圧
の

強
度

は
高

い
）

配
水

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

は
埋

設
用

途
の

自
立

管
の

た
め

、
内

圧
お

よ
び

外
圧

に
対

し
て

十
分

な
強

度
を

有
す

る
。

最
高

許
容

圧
力

は
1
.0

M
P
a（

使
用

圧
力

0
.7

5
M

P
a、

水
撃

圧
0
.2

5
M

P
aと

し
て

）
で

あ
る

。
外

圧
に

対
し

て
は

国
県

道
な

ど
の

車
道

下
で

の
使

用
が

可
能

な
強

度
を

有
す

る
。

埋
設

深
さ

2
m

、
2
5
ト

ン
ト

ラ
ッ

ク
の

輪
荷

重
、

既
設

管
強

度
を

期
待

し
な

い
場

合
で

も
、

最
大

曲
げ

周
応

力
は

1
.5

6
N

/
m

m
2
(許

容
曲

げ
周

応
力

8
N

/
m

m
2
)、

た
わ

み
は

0
.6

4
%
(許

容
た

わ
み

率
5
%
）
で

許
容

値
以

下
を

確
保

す
る

。

地
上

で
接

合
し

、
ハ

ー
ト

型
に

成
形

し
た

後
、

曲
げ

な
が

ら
挿

入
す

る
た

め
、

厚
さ

は
薄

肉
設

計
と

な
る

。
S
D

R
(管

の
外

径
と

厚
さ

の
比

)は
配

水
用

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

パ
イ

プ
1
1
に

対
し

て
サ

ブ
ラ

イ
ン

工
法

で
は

3
3
を

予
定

し
て

い
る

。
既

設
管

の
強

度
を

期
待

し
な

い
場

合
、

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

肉
厚

が
1
7
ｍ

ｍ
に

な
り

、
サ

ブ
ラ

イ
ン

工
法

で
の

施
工

は
不

可
と

な
る

。
既

設
管

強
度

を
期

待
し

た
場

合
、

内
圧

が
0
.5

M
P
aで

あ
れ

ば
、

最
大

許
容

ボ
イ

ド
(腐

食
穴

)の
大

き
さ

は
φ

1
8
2
ｍ

ｍ
、

最
大

許
容

間
隙

幅
（
継

手
抜

け
）
は

1
3
5
ｍ

ｍ
と

な
る

。

④
耐

久
性

・
将

来
的

に
溶

接
部

で
の

漏
水

が
予

想
さ

れ
る

。
最

長
2
0
年

耐
え

る
・
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

継
手

部
分

は
長

期
間

使
用

し
て

も
腐

食
に

よ
る

損
傷

が
な

い
・
1
M

P
a（

2
0
℃

）
で

5
0
年

以
上

耐
え

る
長

期
静

水
圧

強
度

を
持

つ
・
金

属
継

手
部

分
は

必
要

に
応

じ
て

腐
食

防
止

対
策

が
必

要
・
1
M

P
a（

2
0
℃

）
で

5
0
年

以
上

耐
え

る
長

期
静

水
圧

強
度

を
持

つ

⑤
耐

震
性

溶
接

接
合

は
管

が
一

体
化

さ
れ

る
た

め
、

溶
接

部
分

の
劣

化
が

な
い

場
合

は
地

震
に

よ
る

危
険

性
な

い

管
・
継

手
と

も
耐

震
性

評
価

実
験

が
多

く
な

さ
れ

、
厚

生
労

働
省

お
よ

び
日

本
水

道
協

会
よ

り
耐

震
管

と
し

て
認

定
さ

れ
て

い
る

。
近

年
の

大
地

震
（
新

潟
県

中
越

地
震

等
）
に

お
い

て
も

配
水

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

の
被

害
が

発
生

し
て

い
な

い
。

管
の

耐
震

性
は

配
水

用
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
パ

イ
プ

と
同

じ
樹

脂
を

使
用

し
て

い
る

た
め

同
等

レ
ベ

ル
と

い
え

る
。

た
だ

し
ス

パ
ン

間
の

接
合

や
異

種
管

と
の

接
合

は
金

属
継

手
を

使
用

す
る

た
め

、
地

震
発

生
時

に
弱

点
と

な
る

可
能

性
が

あ
る

。

⑥
水

利
面

（
内

径
3
0
0
m

m
、

流
速

係
数

C
8
0
、

流
量

0
.0

8
2
m

3
/
s）

・
φ

2
0
0
m

m
の

場
合

、
流

面
積

は
3
2
0
1
6
m

m
2
と

な
り

、
サ

ブ
ラ

イ
ン

工
法

φ
3
0
0
に

比
較

し
て

5
1
%
、

既
設

管
（
内

径
3
0
0
m

m
と

す
る

）
に

比
較

し
て

4
5
%
の

面
積

と
な

る
。

・
粗

度
係

数
は

0
.0

1
・
流

速
係

数
C

1
5
0
、

動
水

勾
配

0
.0

1
0
9
（
全

長
4
6
6
2
m

、
高

低
5
1
m

）
と

し
た

場
合

、
流

量
は

0
.0

5
4
m

3
/
sで

あ
る

。
既

設
管

（
内

径
3
0
0
m

m
、

流
速

係
数

C
8
0
、

流
量

0
.0

8
2
m

3
/
s）

に
比

較
し

て
6
6
%

の
流

量
と

な
る

。

・
管

内
径

の
減

少
は

、
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

の
肉

厚
分

だ
け

で
あ

り
、

断
面

積
減

少
を

最
小

に
す

る
こ

と
が

出
来

る
。

祖
度

係
数

は
0
.0

1
(流

速
係

数
C

=
1
5
0
)で

あ
り

、
既

設
管

に
比

べ
流

速
を

上
げ

る
こ

と
も

可
能

の
た

め
、

流
量

を
既

設
管

よ
り

も
増

や
す

こ
と

が
出

来
る

。
・
流

速
係

数
C

1
5
0
、

動
水

勾
配

0
.0

1
0
9
（
全

長
4
6
6
2
m

、
高

低
5
1
m

）
と

し
た

場
合

、
流

量
は

0
.1

3
0
m

3
/
sで

あ
る

。
既

設
管

（
内

径
3
0
0
m

m
、

流
速

係
数

C
8
0
、

流
量

0
.0

8
2
m

3
/
s）

に
比

較
し

て
1
5
9
%
の

流
量

と
な

る
。

⑦
施

工
面

・
京

都
市

の
重

要
道

路
を

掘
り

下
げ

る
作

業
を

行
う

こ
と

に
な

る
・
地

上
で

の
施

工
ス

ペ
ー

ス
も

大
き

く
な

る

　
1
）
立

坑
寸

法
　

　
挿

入
側

 ：
 幅

１
．

１
ｍ

・
長

さ
８

ｍ
・
管

下
０

．
３

ｍ
　

※
直

管
長

さ
5
m

の
場

合
　

　
到

達
側

 ：
 幅

１
．

１
ｍ

・
長

さ
３

．
５

ｍ
・
管

下
０

．
３

ｍ
　

2
）
接

続
方

法
　

　
挿

入
側

立
坑

内
で

ポ
リ

エ
チ

レ
ン

管
を

バ
ッ

ト
融

着
。

　
3
）
挿

入
方

法
　

　
ウ

ィ
ン

チ
に

よ
り

引
き

込
み

。
・
立

坑
付

近
で

４
ｔ車

程
度

の
車

両
１

台
に

て
施

工
可

能
な

た
め

、
地

上
部

の
作

業
範

囲
を

小
さ

く
出

来
る

。
・
作

業
は

立
坑

内
で

行
う

た
め

、
外

部
へ

の
騒

音
を

抑
え

ら
れ

る
。

地
上

部
の

施
工

ス
ペ

ー
ス

は
、

3
m

×
4
0
m

。
パ

イ
プ

イ
ン

パ
イ

プ
工

法
に

比
較

し
て

大
き

な
施

工
ス

ペ
ー

ス
が

必
要

と
な

る
。

施
工

可
能

延
長

は
標

準
5
0
0
m

、
最

大
1
0
0
0
m

。
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

の
接

続
は

、
バ

ッ
ト

融
着

に
よ

り
行

い
、

ハ
ー

ト
成

形
後

、
ウ

ィ
ン

チ
に

て
既

設
管

内
に

引
き

込
み

、
水

圧
に

よ
り

円
形

復
元

す
る

。
・
地

上
部

で
作

業
す

る
た

め
、

周
辺

へ
の

騒
音

が
パ

イ
プ

イ
ン

パ
イ

プ
工

法
に

比
較

し
て

大
き

い
。

騒
音

源
は

主
に

発
電

機
、

ユ
ニ

ッ
ク

車
と

な
る

。
・
地

上
で

の
施

工
ス

ペ
ー

ス
が

大
き

い
た

め
、

裏
路

地
や

交
通

量
・
人

通
り

の
多

い
場

所
で

は
不

向
き

。

⑧
工

期
・
パ

イ
プ

全
体

に
か

け
て

修
復

を
行

う
た

め
、

工
期

は
長

く
な

る

日
進

量
：
約

4
0
m

※
1
日

間
で

直
管

5
m

×
7
～

8
本

程
度

の
挿

入
※

２
０

０
ｍ

×
1
ス

パ
ン

の
標

準
施

工
期

間
は

約
7
日

間
　

（
土

木
・
配

管
工

は
含

ま
ず

）

日
進

量
：
約

4
0
m

※
バ

ッ
ト

融
着

、
ハ

ー
ト

成
形

を
含

む
引

き
込

み
作

業
の

み
の

場
合

※
地

上
部

作
業

ス
ペ

ー
ス

に
よ

っ
て

日
進

量
に

大
き

な
影

響
が

生
じ

る
。

総
合

評
価

・
新

ス
テ

ー
ン

レ
ス

管
で

の
修

復
に

な
る

た
め

、
元

鋳
鉄

管
の

文
化

財
的

な
価

値
を

損
な

う
可

能
性

あ
る

・
工

期
が

長
く
、

施
工

ス
ペ

ー
ス

の
確

保
が

難
し

い

主
に

下
流

部
（
高

圧
部

）
の

密
集

地
内

に
最

適
。

東
本

願
寺

周
辺

で
分

岐
配

管
を

と
る

こ
と

が
容

易
。

主
に

上
流

部
（
低

圧
部

）
で

、
挿

入
側

の
施

工
ス

ペ
ー

ス
が

確
保

で
き

る
主

要
道

路
に

は
可

能
か

も

本
願

寺
水

道
修

復
・
改

修
の

た
め

の
工

法
比

較
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パイプリバース工法（パイプインパイプ工法） サブライン方法（クローズフィット工法）

概要

水道配水用ポリエチレン管を立坑内で繰り返しバット融着し、既設管
内に引き込んでいく工法。既設管よりサイズダウンした管を挿入する
ため既設管との間に隙間が生じるが、セメントミルクを注入することで
隙間を充填することも可能である。

ポリエチレン管を地上でバット融着し、ハート型に成形された後、ワ
イヤーにて牽引し、既設管内に引き込まれ、水圧にて円形復元す
る。復元後ポリエチレン管は内圧により既設管内面にクローズ
フィット(密着)する。

使用管材

水道配水用ポリエチレン管（日本水道協会規格および配水用ポリエチ
レンパイプシステム協会規格）

高密度ポリエチレン管を更生材として使用（JIS規格に準拠して製
造）

基本はバット融着 基本はバット融着
立坑内でのスパン間融合　：　EF継手
　　→　管路全てをポリエチレンで一体化することが可能

立坑内でのスパン間融合　：　金属製の継手
　　→管路全てをポリエチレンで一体化することが不可能

分技方法

構造面
(圧力）

最高許容圧力は1.0MPa
（使用圧力0.75MPa、水撃圧0.25MPaとして）

　→圧に対しては国県道などの車道下での使用が可能な強度

既設管強度を期待した場合、
内圧が0.5MPaであれば、最大許容ボイド(腐食穴)の大きさは
φ182ｍｍ、最大許容間隙幅（継手抜け）は135ｍｍ

水利面

・内径φ200mmの場合　→　想定流量は0.054m3/s

既設管（内径300mm、流速係数C80、流量0.082m3/s）に比較して
66%の流量

・内径φ2８0mmの場合　→　想定流量は0.130m3/s

既設管（内径300mm、流速係数C80、流量0.082m3/s）に比較して
159%の流量

耐震性

厚生労働省および日本水道協会より耐震管として認定

→近年の大地震（新潟県中越地震等）においても配水用ポリエチレン
管の被害が発生無

管の耐震性は配水用ポリエチレンパイプと同じ樹脂を使用している
ため同等レベル

→金属継手の接合部分は地震発生時に弱点となる可能性有

施工面

1）立坑寸法
　挿入側 ： 幅１．１ｍ・長さ８ｍ・管下０．３ｍ　※直管長さ5mの場合
　到達側 ： 幅１．１ｍ・長さ３．５ｍ・管下０．３ｍ
2）接続方法
　挿入側立坑内でポリエチレン管をバット融着。
3）挿入方法
　ウィンチにより引き込み

1）立坑寸法
　地上部の施工スペースは、3m×40m。
2）接続方法
　挿入側立坑内でポリエチレン管をバット融着。
3）挿入方法
　ウィンチにより引き込み、水圧により円形復元

環境面
・立坑付近で４ｔ車程度の車両１台にて施工可能なため、地上部の作
業範囲を小さく出来る。
・作業は立坑内で行うため、外部への騒音を抑えられる。

・地上部で作業するため、周辺への騒音がパイプインパイプ工法に
比較して大きい。騒音源は主に発電機、ユニック車となる。
・地上での施工スペースが大きいため、裏路地や交通量・人通り
の多い場所では不向き。

工期
日進量　：　約40m
※1日間で直管5m×7～8本程度の挿入

日進量　：　約40m
※地上部作業スペースによって日進量に大きな影響が生じる

接続方法

本願寺水道再生方法比較表

本願寺水道

内径３００ｍｍ

ポリエチレン管

内径２３８．９ｍｍ

厚さ２２．７ｍｍ

ポリエチレン管

外径３００ｍｍ(最大）

内径２８１．８ｍｍ

厚さ９．１ｍｍ

セメントミルク

（一般の水道管と同様の）チー

ズ分岐、サドル分岐

分岐は立坑内で行うかまたは

掘削が必要

（金属継手で他種管に

変換した後）

他種管でチーズ分岐、

サドル分岐

※許容曲げ半径は

19m以上

※エルボは11°×1
箇所まで

※施工可能延長は標準

500m、最大1000m
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本願寺水道敷設替積算 
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サブライン工法施工略図 
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パイプインパイプ工法施工略図 
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X 線フィルム 1 東本願寺に展示されている配管（Y 軸撮影） 
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X 線フィルム 2 東本願寺に展示されている配管（X 軸撮影） 
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X 線フィルム 3 五条大橋下の送水管（上から撮影：鉄管） 
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X 線フィルム 4 五条大橋下の送水管（側面から撮影：鉄管） 
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X 線フィルム 5 白川橋下の送水管（上から撮影：鋳鉄管） 
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X 線フィルム 6 白川橋下の送水管（側面から撮影：鋳鉄管） 
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X 線フィルム 7 渉成園北で掘削された送水管（上から撮影：鋳鉄管） 
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X 線フィルム 8 渉成園北で掘削された送水管（側面から撮影：鋳鉄管） 
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水理計算の設定条件 

 

・Hazen-Williams 式 

・有効水頭（位置水頭）：44ｍ 

・流速計数：ポリエチレン管 C=150 

 

 

・流出口の地盤高は 34ｍ、水頭固定（他の支点は流量固定） 

 

・水源池の地盤高は 78ｍ、水頭固定 
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水理計算結果 1 東本願寺北下上錫屋町：市民消火栓 



資料編 

112 

 
水理計算結果 2 東本願寺境内ポンプの必要な送水流量のバックアップ 
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水理計算結果 3 祇園南地区での WSS ノズルの放水 
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水理計算結果 4 現状本願寺水道の送水流量（流速計数：想定値） 
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水理計算結果 5 本研究での再生工法による送水流量 
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 Conservation of the Honganji-Water Pipelines in Kyoto 

－Planning of Fire Fighting Water Supply System That Utilizing 

Historical Water Service－  

                                     

 

                           Name  DOWON KIM 

 

Honganji-water pipelines built in 1897, is a fire disaster prevention facility for the 

Higashihonganji temple which had burned down four times in a period of 76 years. But 

Honganji-water pipelines has stopped its water supply that the cast iron pipe has been rusted 

for leaking water. The aim of this paper is to estimate the possibility method of functional 

conservation and potential of firefighting water supply not only for temple site but also 

surrounded wooden local district. Based on the results of this case study, the process is for 

considering the utilization of historical water service conservancy. 

First chapter presents the significance of conservation the Honganji-water pipelines for 

historically outstanding fire disaster prevention facility. Then it discusses conservation needs 

earthquake resistance condition for future utilizing. 

Second chapter evaluates the pipe restoration method employed, which involves the insertion 

of a polyethylene pipe into the existing pipelines. Having to carry a pipe inspection on historical 

diagnose the corrosion situation in pipelines, it is clarified feasibility of the pipe restoration. 

Third chapter analysis effectiveness of regional firefighting water supply plans in the 

estimated the Honganji-water pipelines in the event of earthquake fire. Firstly, it evaluates the 

system to supply water to the Higashihonganji temple site and to local residential areas for the 

three different scales of fire that are required to effectively fight fires. Secondly, it plans the "Water 

Shield System (WSS)" on south Gion, has its high risk of a fire hazard spreading that wooden 

densely-urban area. Then it can be reduced to less than half of burned building numbers per 

hour, in contrast the situation without any firefighting though the possible water supply has 

hydraulically limited, on Fire Spread Simulation. 

In addition, the results of this study organized process of firefighting water supply system that 

utilizing historical water service. 
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